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公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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『ガイドブック』 

第 1 部 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成･研修モデルプログラム 

１．「モデルプログラム」開発の経過と成果 

 本事業は、2017年度より 3か年の計画で実施してきた。2017年は外国人児童生徒等教育に携わる者

に対する養成・研修の実施状況に関する調査を実施し、モデルプログラムの試案を作成した。その結果

を『報告書』（2017年事業報告）として刊行し、構築した web サイトにおいても公開した。2018年度に

は、モデルプログラム試案に基づき、協力者を募り、全国各地で養成（授業）と研修（現職教員および

支援員）を実施した。それらについては、『事例集―モデルプログラムの活用』にまとめて刊行し、web

サイトでも公開している。この 2 か年の調査・研究、および研修等での試行とその検証を通して、外国

人児童生徒等教育を担う教員・支援員に関する「資質・能力モデル」、「求められる具体的な力」、そし

て、「養成・研修の内容構成」を開発してきた。 

最終年度である本年度（2019 年度）は、「モデルプログラム」の普及のために、外国人児童生徒等教

育を担う教員の養成に携わる大学教員を対象にセミナーを、現職教員・支援員の研修を企画担当する教

育委員会担当者、指導主事、ベテランの教員・支援員を対象に研修を、全国 15か所で実施した。この

セミナー・研修の成果をもとに、2018年度までに開発してきた「資質・能力モデル」等と実施計画例で

あるモデルプログラムに改訂を加え、最終版とした。

本事業で構築・開発した①〜⑤の総体を「モデルプログラム」と呼び、養成・研修の実施に向けて提

供する（本書では、総体を指す場合に「モデルプログラム」、個別の実施計画例については、そのまま

モデルプログラムと表記することにする）。

①外国人児童生徒等教育を担う教員（支援員を含む）の資質・能力の「豆の木モデル」

②「豆の木モデル」の資質・能力が具体的な実践場面においてどのような力として発揮されるかを示

す「求められる具体的な力」 

③養成・研修で取り扱う内容を整理した「養成・研修の内容構成」

④上記③の内容に対応させて設計した授業・研修の実施計画例のモデルプログラム

⑤「モデルプログラム」に基づく、資質・能力の評価システム

加えて、「モデルプログラム」を活用するために構築・作成した仕組み、資料を提供する。 

⑥モデルプログラムの検索システム（本事業 webサイト）

⑦モデルプログラム活用のための『「モデルプログラム」ガイドブック』（本書）

⑧「養成・研修の内容構成」の重要項目を動画で学べるように示した資料「音声付きスライドショ

ー」7編

　本書の第一部では、①②③④⑤について紹介する。なお、本事業で開発・作成した成果物は全て、

次の本事業の Web サイトで公開する。 

ニットノットネット（KNiT knot-net） https://mo-mo-pro.com/modelprogram

Kodomo Nihongo Teachers（KNiT）をつなぐ（knot）ネットワーク（net） 
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として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際
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それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと
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養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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図 1    外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力
「豆の木モデル」
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 
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ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと
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３．「求められる具体的な力」 

 「豆の木モデル」で示した資質・能力をもつ教師（教員、および支援員）は、教育・支援活動の実際

の場で何がどのようにできるのかを、「求められる具体的な力」（表2）として示す。さらに、それぞれ

の力を育むために養成・研修で取り扱う主な内容を、表の右欄に挙げてある（Ａ～Ｎの 14の内容、詳

細は４．を参照）。 

 「捉える力」は、子ども自身の実態を多面的に把握し、かれらを取り巻く社会的、歴史的状況を理解

する力である。課題領域「子どもの実態把握」では、まずもって、子どもたちの困難を見逃さずに把握

する力が挙げられている。さらには、文化適応状況、ことばの力、学力や認知的発達の状態を、文化間

を移動することによる影響や、年齢的な発達の視点、そして、子どもたちの生育歴や学習経験から個

別に、具体的に捉えて理解できることが求められている。課題領域の「社会的背景の理解」では、子ど

もたちの来日経緯や家族の状況を社会的歴史的背景に関する知識をもって理解した上で、現在の状況を

地域社会の多文化化の特徴や地域における支援活動状況等を関連づけて把握できることが必要とされて

いる。また、子どもたちのこれまでを捉えるのみならず、その将来を社会参画における自己実現という

視点をもって想像することが求められている。

 「育む力」の課題領域「日本語・教科の力の育成」においては、日本や当該地域の教育制度と支援体

制を十分に理解した上で、子どもの実態やニーズに応じて個別の指導計画を設計し、実施・評価する力が

求められる。また、日本語や日本語教育に関わる知識を生かし、子どもの年齢的な発達に適した方法

で、効果的な教育リソースを準備し、子どもたちの生活や学習に結び付けて、日本語と教科の指導がで

きる力が求められる。課題領域「異文化間能力の涵養」では、外国人児童生徒等に日本の学校・社会生

活において自己実現を促し、その周囲の子どもたちや関係する人々の意識や感情を文化的多様性に向け

て開いたものとし、異質な他者と協働的に物事を解決するための力を育成する力である。そのために

は、文化間移動に伴い生じる文化適応、子どものアイデンティティや母語・母文化に関する知識をも

ち、人権教育等との横断的なカリキュラム設計をするマネジメント力を有することも期待される。 

 「つなぐ力」は、いわゆる連携・協力する力であるが、課題領域の「学校づくり」では、学校内部に

おいて外国人児童生徒等教育を課題として共有するための働きかけができること、伝達の工夫をして外

国人保護者が学校教育に関わりをもてるようにすること、学外で子どもたちを支える地域の活動家や団

体と支援ネットワークを作ることなどができる力が求められる。「地域づくり」では、他の学校や校種

間の連携、そして、地域の福祉・医療関係等の他領域との連携・協力によって子どもたちの学習、およ

び生活環境を整備する力と、そうした課題意識を共有するために、例えば自身の実践を社会に向けて発

信するといったアドボケートの力が期待されている。 

「変える／変わる力」は、上記の 3つの力を関連づけ、周囲の人々や社会を変え、そして、自身も成

長する力である。課題領域「多文化共生社会の実現」においては、社会構造として生み出されるマイノ

リティとマジョリティの力関係についての知識や、教育の公正性等の教育理念に関わる問題を検討し、

社会に働きかける力が必要となる。「教師としての成長」においては、日々の実践を通して、自身が何

を学び、新たに何に価値を見いだしたかを内省する力や、例えば研修に参加したり仲間と実践を共有し

たりして、力量を高める力などが求められる。加えて、外国人児童生徒等教育の経験を通して得られた

自己の成長を客観的に捉え、自身の教師としてのキャリアに位置づけることができる力が期待されて

いる。 
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それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき
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の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 
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ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
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３．「求められる具体的な力」 

 「豆の木モデル」で示した資質・能力をもつ教師（教員、および支援員）は、教育・支援活動の実際

の場で何がどのようにできるのかを、「求められる具体的な力」（表2）として示す。さらに、それぞれ

の力を育むために養成・研修で取り扱う主な内容を、表の右欄に挙げてある（Ａ～Ｎの 14の内容、詳

細は４．を参照）。 

 「捉える力」は、子ども自身の実態を多面的に把握し、かれらを取り巻く社会的、歴史的状況を理解

する力である。課題領域「子どもの実態把握」では、まずもって、子どもたちの困難を見逃さずに把握

する力が挙げられている。さらには、文化適応状況、ことばの力、学力や認知的発達の状態を、文化間

を移動することによる影響や、年齢的な発達の視点、そして、子どもたちの生育歴や学習経験から個

別に、具体的に捉えて理解できることが求められている。課題領域の「社会的背景の理解」では、子ど

もたちの来日経緯や家族の状況を社会的歴史的背景に関する知識をもって理解した上で、現在の状況を

地域社会の多文化化の特徴や地域における支援活動状況等を関連づけて把握できることが必要とされて

いる。また、子どもたちのこれまでを捉えるのみならず、その将来を社会参画における自己実現という

視点をもって想像することが求められている。

 「育む力」の課題領域「日本語・教科の力の育成」においては、日本や当該地域の教育制度と支援体

制を十分に理解した上で、子どもの実態やニーズに応じて個別の指導計画を設計し、実施・評価する力が

求められる。また、日本語や日本語教育に関わる知識を生かし、子どもの年齢的な発達に適した方法

で、効果的な教育リソースを準備し、子どもたちの生活や学習に結び付けて、日本語と教科の指導がで

きる力が求められる。課題領域「異文化間能力の涵養」では、外国人児童生徒等に日本の学校・社会生

活において自己実現を促し、その周囲の子どもたちや関係する人々の意識や感情を文化的多様性に向け

て開いたものとし、異質な他者と協働的に物事を解決するための力を育成する力である。そのために

は、文化間移動に伴い生じる文化適応、子どものアイデンティティや母語・母文化に関する知識をも

ち、人権教育等との横断的なカリキュラム設計をするマネジメント力を有することも期待される。 

 「つなぐ力」は、いわゆる連携・協力する力であるが、課題領域の「学校づくり」では、学校内部に

おいて外国人児童生徒等教育を課題として共有するための働きかけができること、伝達の工夫をして外

国人保護者が学校教育に関わりをもてるようにすること、学外で子どもたちを支える地域の活動家や団

体と支援ネットワークを作ることなどができる力が求められる。「地域づくり」では、他の学校や校種

間の連携、そして、地域の福祉・医療関係等の他領域との連携・協力によって子どもたちの学習、およ

び生活環境を整備する力と、そうした課題意識を共有するために、例えば自身の実践を社会に向けて発

信するといったアドボケートの力が期待されている。 

「変える／変わる力」は、上記の 3つの力を関連づけ、周囲の人々や社会を変え、そして、自身も成

長する力である。課題領域「多文化共生社会の実現」においては、社会構造として生み出されるマイノ

リティとマジョリティの力関係についての知識や、教育の公正性等の教育理念に関わる問題を検討し、

社会に働きかける力が必要となる。「教師としての成長」においては、日々の実践を通して、自身が何

を学び、新たに何に価値を見いだしたかを内省する力や、例えば研修に参加したり仲間と実践を共有し

たりして、力量を高める力などが求められる。加えて、外国人児童生徒等教育の経験を通して得られた

自己の成長を客観的に捉え、自身の教師としてのキャリアに位置づけることができる力が期待されて

いる。 
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表 2 外国人児童生徒等教育に携わる教師に「求められる具体的な力」 

資
質
・
能
力

課
題
領
域

求められる具体的な力 主な内容 

捉
え
る
力

子
ど
も
の
実
態
の
把
握

〈文化間移動と発達の視点から、外国人児童生徒等の状況を把握することが

できる。〉 

ア 子どものシグナルを見逃さず、文化間移動と発達の視点をもってその

困難さを理解することができる。 

イ 子どもの心理的状況を文化適応や家庭の状況に関連づけて理解するこ

とができる。 

ウ 子どものことばの力を、日本語と母語の両言語を視野に入れ、言語能力

の多面性に留意して測定したり評価したりすることができる。 

エ 認知面の力と教科等の学力を、年齢的な発達や学習経験を考慮して捉

えることができる。 

Ａ外国人児童生徒
等教育の課題 

Ｄ文化適応 
Ｅ母語・母文化・
アイデンティテ
ィ

Ｆ言語と認知の発
達 

Ｉ日本語指導の 
　計画と実施 
Ｍ現場における実
践 

社
会
的
背
景
の
理
解

〈外国人児童生徒等の背景や将来を、社会的、歴史的文脈に位置付けること

ができる。〉 

オ 外国人児童生徒等教育に関する施策や制度を、自ら情報を収集して理

解することができる。 

カ 文化間移動や家族の状況を、グローバル化や歴史的背景、社会制度の変

化等に関連付けて理解することができる。 

キ 子どもの暮らしを、地域の多文化化や外国人住民支援の状況に関連付

けて把握することができる。 

ク 子どもがどのような自己像を描き、どのように社会参加し自己実現が

できるかを、社会の変化と共に展望することができる。 

Ｂ外国人児童生徒
等教育の背景・
現状・施策 

Ｅ母語・母文化・
アイデンティテ
ィ

Ｌ保護者・地域と
のネットワーク 

Ｋ社会参加とキャ
リア教育

育
む
力

日
本
語
・
教
科
の
力
の
育
成

〈外国人児童生徒等の実態等に応じ、言語教育に関する専門的知識に基づい

て、日本語・教科の教育を行うことができる。〉 

ケ 外国人児童生徒等の受け入れ体制・指導体制に応じて、指導・支援を行

うことができる。 

コ 第二言語習得や教育方法に関する知識を踏まえ、子どもの年齢的な発

達の違いを考慮した日本語や教科の指導・支援をすることができる。 

サ 日本語に関する知識を生かして、子どもの日本語の力に合わせた日本

語や教科の指導・支援をすることができる。 

シ 子どものニーズ、能力、学習経験に応じて個別の指導計画を作成し、日

本語指導等を実施し、評価を行うことができる。 

ス 子どもの日本語の力を考慮して教材等を選んだり作成したりしてリソ

ースを準備し、学習参加を促すことができる。 

セ 学校内外の生活・学習に結び付けて、日本語や教科の指導・支援、内容

（教科等）と日本語を統合した指導・支援をすることができる。 

Ｃ学校の受け入れ
体制 

Ｆ言語と認知の発
達 

Ｇ日本語の特徴 
Ｈ子どもの日本語
教育の理論と

　方法 
Ｉ日本語指導の
　計画と実施 
Ｊ在籍学級での学
習支援 

Ｍ現場における実
践 

異
文
化
間

〈外国人児童生徒等と周囲の子どもとの相互作用を通して、双方に異文化間

能力を育てることができる。〉 

ソ 子どもが新しい環境に適応することを支援できる。

Ｄ文化適応 
Ｅ母語・母文化・
アイデンティテ
ィ
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を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日
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力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に
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自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 
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行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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４．外国人児童生徒等教育を担う教員の「養成・研修の内容構成」 

 教員養成段階の授業で、あるいは現職教員研修、支援員養成・研修において、資質・能力を養成する

ために学ぶべき内容が「養成・研修の内容構成」（表 3）である。学校や地域の外国人児童生徒等教育の

指導・支援を行う教員・支援員（または、志望する学生）が３．で示した資質・能力を養成する上で、

情報や知識として何を知り、何を検討することが必要かという観点で選んだ項目である。 

 内容はＡ～Ｎの 14 に分類し、各内容に大項目と小項目を配置し、構造化してある。授業・研修の受

講者の関心やレディネス、授業・研修の目的に応じて、A～N のカテゴリーからどの程度詳細に項目を

取り上げるかを決定できるようにした。なお、項目間の関係については学問的系譜を一定程度反映させ

ているが、それ以上に、「教育・支援現場で実践上の課題を解決するために参考にする」ことを重視し

て配置した。また、授業・研修の時間、担当者の専門性等に制約がある場合にも、項目を組み合わせや

すいようにと考えたものである。  

表 3 外国人児童生徒等教育を担う教員の「養成・研修の内容構成」 

内容 ○大項目  ・小項目  ※項目の一部は複数の内容で取り扱う
Ａ 外国人児童生
徒等教育の課題 

○グローバル化と外国人児童生徒等
・多文化化する学校  ・複言語主義 ・多文化主義  ・言語的マイノリティ
○文化間移動とライフコース
・成長・発達の視点  ・社会参加と自己実現  ・アイデンティティ
○多文化共生教育
・異文化間能力  ・ダイバーシティ  ・市民性
○公教育の役割
・社会的正義、公正性 ・学習権、言語権 ・教育コミュニティ
○日本語教育の位置付け

Ｂ 外国人児童生
徒等教育の背
景・現状・施策 

○外国人児童生徒等の現状と背景
・「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」
・在留外国人統計  ・在留資格  ・児童生徒の出身地の教育制度
・来日の社会的歴史的背景（国際結婚、難民、中国帰国者、日系移民、在日コリア
ン）

〇外国人児童生徒等教育施策 
・「特別の教育課程」としての日本語指導
・文部科学省開発のカリキュラム、教材、評価ツール
・就学義務と学習権（不就学、義務教育年齢超過）
・学校制度と入試（高校入試、定時制高校、夜間中学、進学・退学率）
○地域の特性
・当該自治体の多文化化状況（集住／散在） ・エスニック・コミュニティ
・外国人支援の状況

Ｃ 学校の受け入
れ体制 

○自治体の受け入れの流れ
○自治体（教育委員会）の指導体制
・日本語学級の設置
・拠点校（センター校）  ・巡回指導  ・通級
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来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際
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自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 
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・ステレオタイプ、偏見、差別  ・対話  ・異文化の受容 ・自己肯定感
○子どもの文化適応
・異文化適応のプロセス  ・心的文化変容（同化、分離、統合、境界化）
・情意面、行動面、認知面の違い
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化・アイデンテ
ィティ 
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・情意面、行動面、認知面の違い

Ｅ 母語・母文
化・アイデンテ
ィティ 

○母語と第二言語
・バイリンガリズム  ・二つの言語の関係（二言語相互依存仮説）
・言語環境 ・言語の使い分け
〇アイデンティティ
・アイデンティティの動態性・多面性  ・母語・母文化とアイデンティティ
○母語／継承語教育
・家族とのコミュニケーション  ・認知面の支えとしての母語
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発達 
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（DLA）」）

Ｇ 日本語の特徴 ○外国語としての日本語
・音韻、文字・表記、語彙、文法  ・学校文法との違い  ・諸言語との対照
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・ジャンルと文体  ・ことばの機能  ・表現の意図  ・結束性
○場面とことば

・校内教職員・支援員の連携
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・言語使用域 ・敬語 ・話しことばと書きことば
・共通語と方言  ・ことばの性差

Ｈ 子どもの日本

語教育の理論と

方法 

○日本語指導の内容（シラバス）

・構造（文型）、場面、トピック、機能 等
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・オーディオリンガル・アプローチとコミュニカティブ・アプローチ

・内容（教科等）と言語（日本語）の統合学習（文部科学省「JSL カリキュラ

ム」）

・認知プロセスにもとづく読み・書きの指導

○学習活動
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・意味を重視した活動（タスク、ロールプレイ、プロジェクトワーク等）

〇教材・教具（リソース）の利用と作成 
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・メディアの活用
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・キャリア教育、人権教育、国際理解教育等とのクロスカリキュラム
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・年間指導計画の作成 ・対象児童生徒と指導期間の決定 ・目標と評価

・日本語プログラムの組み合わせ ・「特別の教育課程」としての日本語指導

○模擬授業

・日本語指導の学習指導案の作成 ・模擬授業の実施 ・振り返り

Ｊ 在籍学級での

学習支援 

○学習参加のための支援

・スキャフォールディング（足場かけ 例：「JSL カリキュラム中学校編」日本語

支援の 5 つの視点）  ・フォーカス・オン・フォーム

○学習環境づくり

・校内、教室内の掲示 ・教材の言語面への配慮（教材、教具、試験問題）
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○社会参加とことばの力

・情報リテラシー ・社会参画 ・市民性教育 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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Ｌ 保護者・地域

とのネットワー

ク 

○保護者の教育参加の促進

・日本語力への配慮（通訳・翻訳、やさしい日本語）

・教育制度・学校文化理解の促進（学校行事、就学・進路関係資料、学校のお知ら

せ）

・就学ガイダンス、外国人保護者懇談会等の実施

・保護者の社会的状況への配慮（外国人の雇用状況とその背景等）

○多文化家族

・言語・文化の違いによる断絶 ・サード・カルチャー・キッズ

○地域、専門家との連携・協力

・地域の外国人支援の状況 ・エスニック・コミュニティ ・居場所づくり

・国際交流協会、NPO 団体等との連携 ・福祉・医療等関連機関との連携

・大学等教育研究機関との連携

Ｍ 現場における

実践（実地教

育・研修） 

○現場での実践（観察、交流、支援、授業の実施）
・児童生徒の多様性（言語文化、年齢、家族背景、滞日歴、学習歴他）の理解
・指導体制・指導条件の多様性の理解  ・条件に応じた指導計画の作成
・状況に応じた支援の工夫  ・関係者との連携・協働
○実施記録の作成と振り返り
・現場の状況 ・実施内容 ・授業・活動時の児童生徒の参加状況
・担当教員・関係者から得た情報
○実施した授業の振り返り
・作成した指導計画について  ・当初の子ども観・教材観・指導観等
・児童生徒の学び ・授業時の支援・対応について
○現場での実践における倫理

Ｎ 成長する教師

（教員・支援員） 

○省察的実践家
・自己の変容  ・自己研修  ・実践の共有
○外国人児童生徒等教育の専門性の向上
・日本語教育に関わる専門性  ・外国人児童生徒等教育に関わる専門性
・他の領域の専門家との協働
○教師（教員・支援員）としての成長
・教師のキャリアにおける外国人児童生徒等教育経験の意味
・リーダーとしての役割  ・新しい価値の創造  ・社会への働きかけ

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際
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自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 
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Ｌ 保護者・地域

とのネットワー

ク 

○保護者の教育参加の促進

・日本語力への配慮（通訳・翻訳、やさしい日本語）

・教育制度・学校文化理解の促進（学校行事、就学・進路関係資料、学校のお知ら

せ）

・就学ガイダンス、外国人保護者懇談会等の実施

・保護者の社会的状況への配慮（外国人の雇用状況とその背景等）

○多文化家族

・言語・文化の違いによる断絶 ・サード・カルチャー・キッズ

○地域、専門家との連携・協力

・地域の外国人支援の状況 ・エスニック・コミュニティ ・居場所づくり

・国際交流協会、NPO 団体等との連携 ・福祉・医療等関連機関との連携

・大学等教育研究機関との連携

Ｍ 現場における

実践（実地教

育・研修） 

○現場での実践（観察、交流、支援、授業の実施）
・児童生徒の多様性（言語文化、年齢、家族背景、滞日歴、学習歴他）の理解
・指導体制・指導条件の多様性の理解  ・条件に応じた指導計画の作成
・状況に応じた支援の工夫  ・関係者との連携・協働
○実施記録の作成と振り返り
・現場の状況 ・実施内容 ・授業・活動時の児童生徒の参加状況
・担当教員・関係者から得た情報
○実施した授業の振り返り
・作成した指導計画について  ・当初の子ども観・教材観・指導観等
・児童生徒の学び ・授業時の支援・対応について
○現場での実践における倫理

Ｎ 成長する教師

（教員・支援員） 

○省察的実践家
・自己の変容  ・自己研修  ・実践の共有
○外国人児童生徒等教育の専門性の向上
・日本語教育に関わる専門性  ・外国人児童生徒等教育に関わる専門性
・他の領域の専門家との協働
○教師（教員・支援員）としての成長
・教師のキャリアにおける外国人児童生徒等教育経験の意味
・リーダーとしての役割  ・新しい価値の創造  ・社会への働きかけ
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５．モデルプログラム（養成・研修の実施計画例） 

「豆の木モデル」（資質・能力モデル）で示した力を養成するための授業・研修のモデルプログラムを

50件開発した。地域や学校の実態、また、実施する教育機関や団体の状況に応じて設定される授業や研修

の目的に応じて、組み合わせてアレンジできるように、モチーフ型の構造でプログラムとした。さらに、

授業や研修の受講者の経験や専門性の違い、ニーズに応じて、多様な形態・方法で学べるように、プログ

ラムの活動にはバリエーションをもたせた。各プログラムは、４．で紹介した「養成・研修の内容構成」

のＡ～Ｎを内容とし、60-120 分の授業・研修を行う場合の実施計画例である（資料 p.22～52）。Ａ～Ｎそ

れぞれに関して、大項目・小項目、活動タイプ、時間等の異なる複数のモデルプログラムを提供する。本

ガイドブックには、そのうちの 14 件（各カテゴリーから1件ずつ）を資料として収録した（資料 p.53～

73）。

活用に当たっては、ねらいとする資質・能力を養成するために、Ａ～Ｎのどの内容を取り扱った授業・

研修にするかを決定した上で、当該内容のモデルプログラムを参照する。また、受講者の構成や、実施条

件である時間・人数等に鑑み、それぞれのモデルプログラムをそのまま実施しても、一部分を切り取っ

て、他のモデルプログラムの一部と組み合わせるなどして利用してもよい。 

以下では、モデルプログラムの見方について13頁に記載している「Ｅ-２ 母語・母文化、アイデンティ

ティ－複言語環境とその影響」を例に、簡単に説明する。

 （１）タイトル 

タイトルの記号「Ｅ-２」は内容記号（Ａ～Ｎ）と、その何番目のプログラムかを表わす。次に、Ｅ

の内容である「母語・母文化、アイデンティティー」をタイトルとし、サブタイトルには、このプログラ

ムで具体的に取り上げるトピックやテーマを示してある。

 （２）設定した項目について 

各モデルプログラムは、①ねらい、②対象（受講者の立場）、③対象の経験、④目的とする資質・能力、 

⑤主な内容、⑥活動形態、⑦時間を設定して開発したが、これらを明示してある。なお、②対象、③対象

の経験、④目的とする資質・能力、⑤主な内容、⑥活動形態は、Web サイトにおけるモデルプログラム検

索システムでは検索タグとして設定してある。 

①ねらい：どのような教育・支援活動ができる力を養成するためのものかを「ねらい」として示した。

授業・研修実施者・企画者は、このねらいを参考にしつつ、課題と条件（参加者数・時間など）に

応じて、目標として具体化・焦点化して、授業・研修カリキュラムを設計する。 

②対象：対象として想定する学生や現職教員・支援員の別を示す。外国人児童生徒等教育に携わる立場

を 7つに分けて示した（該当するものに☑）。なお、本事業の基礎教育・専門教育・支援員教育と

養成／研修との関係で捉えると、次の表４のようになる。 
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として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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表 4 対象と養成／研修 

③外国人児童生徒等教育・日本語指導の経験（対象者の経験）：受講者として想定した者の外国人児

童生徒等教育や日本語指導の経験年数を示してある。経験の有無とその長さを、「経験なし」「1年

目」「2-4 年」「5-9年」「10年以上」と、５区分で示す（該当するものに☑）。

④目的とする資質・能力：「豆の木モデル」（資質・能力モデル）の 4  要素 8領域の、どの力を高

めることを目的とするかを示してある（該当するものに☑）。Ｅ－２のプログラムでは、子どもの

実態を把握し、異文化間能力を育む力が期待されており、そのためには教師としての成長（新たな

見方を得る）が必要である。

⑤主な内容：そのプログラムで主に取り扱うＡ～Ｎの内容を示す。Ｅ－２プログラムでは、Ｅの内容が

中心ではあるが、保護者と児童生徒との関係などの理解や保護者への働きかけなどを内容に含むた

め、Ｅに加えてＬを挙げてある。

⑥活動形態：授業・研修における学び方の形態を示す。講師による情報伝達が主なものを「講義型」、

話し合いや演習などが主になっているものを「活動型」、教育・支援現場の状況を理解するための視

察・参観、体験談を聞くといった活動を「フィールド型」、現場で実地に支援・教育活動を行う場合

を「実習」として示す（該当するものに☑）。例えば、講義で関連情報・知識を学んだ後に、その

知識をもとに事例を分析するＥ－２の場合、主たる学習形態は「活動型」となる。

⑦時間：授業・研修全体の時間、各活動の時間について、目安を示している。取り上げる項目や活動の

実施方法によって、時間設定に変更が必要な場合には、備考にその旨を記載してある。

（３）授業・研修の展開 

授業・研修の展開を「流れ」の欄に示す。学習として「何をするか」を、時間とともに示す。具体的

に学ぶ中身と活動は、その右欄の「活動」に示す。また、この欄には、「養成・研修の内容構成」の項

目（○印や・印で示されているもの）が、内容記号（Ａ～Ｎ）とともに記載されている。この活動を通

して学んでほしい知識・情報である。 

「活動」の欄には、「流れ（・項目）」に示されている活動で取り扱う情報や、活動の具体的な進め

方、活動の工夫（◇）、利用する資料・教具などを示す。活動は、ねらいを達成するために考案したも

のを関連づけて配置しているが、モデルプログラムの活用時には、実施条件などに応じて、各活動を切

り取って単独で実施することや、他のプログラムの別の活動と組み合わせることも推奨している。 

「備考欄」には、活用時に参考にしてほしいアレンジの仕方などを示した。モデルプログラムは、ね
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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表 4 対象と養成／研修 

③外国人児童生徒等教育・日本語指導の経験（対象者の経験）：受講者として想定した者の外国人児

童生徒等教育や日本語指導の経験年数を示してある。経験の有無とその長さを、「経験なし」「1年

目」「2-4年」「5-9年」「10年以上」と、５区分で示す（該当するものに☑）。

④目的とする資質・能力：「豆の木モデル」（資質・能力モデル）の 4  要素 8領域の、どの力を高

めることを目的とするかを示してある（該当するものに☑）。Ｅ－２のプログラムでは、子どもの

実態を把握し、異文化間能力を育む力が期待されており、そのためには教師としての成長（新たな

見方を得る）が必要である。

⑤主な内容：そのプログラムで主に取り扱うＡ～Ｎの内容を示す。Ｅ－２プログラムでは、Ｅの内容が

中心ではあるが、保護者と児童生徒との関係などの理解や保護者への働きかけなどを内容に含むた

め、Ｅに加えてＬを挙げてある。

⑥活動形態：授業・研修における学び方の形態を示す。講師による情報伝達が主なものを「講義型」、

話し合いや演習などが主になっているものを「活動型」、教育・支援現場の状況を理解するための視

察・参観、体験談を聞くといった活動を「フィールド型」、現場で実地に支援・教育活動を行う場合

を「実習」として示す（該当するものに☑）。例えば、講義で関連情報・知識を学んだ後に、その

知識をもとに事例を分析するＥ－２の場合、主たる学習形態は「活動型」となる。

⑦時間：授業・研修全体の時間、各活動の時間について、目安を示している。取り上げる項目や活動の

実施方法によって、時間設定に変更が必要な場合には、備考にその旨を記載してある。

（３）授業・研修の展開 

授業・研修の展開を「流れ」の欄に示す。学習として「何をするか」を、時間とともに示す。具体的

に学ぶ中身と活動は、その右欄の「活動」に示す。また、この欄には、「養成・研修の内容構成」の項

目（○印や・印で示されているもの）が、内容記号（Ａ～Ｎ）とともに記載されている。この活動を通

して学んでほしい知識・情報である。 

「活動」の欄には、「流れ（・項目）」に示されている活動で取り扱う情報や、活動の具体的な進め

方、活動の工夫（◇）、利用する資料・教具などを示す。活動は、ねらいを達成するために考案したも

のを関連づけて配置しているが、モデルプログラムの活用時には、実施条件などに応じて、各活動を切

り取って単独で実施することや、他のプログラムの別の活動と組み合わせることも推奨している。 

「備考欄」には、活用時に参考にしてほしいアレンジの仕方などを示した。モデルプログラムは、ね
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らいに示す受講者像に基づき、60分、90 分を単位とした授業・研修を提案している（例えば、このモ

デルプログラムの場合には、90分を１回分で 90 分として設計されている）。受講者の立場や経験の違

い、また、授業・研修の時間的・物理的条件などによって、そのままの実施が難しい場合が少なくない

と考えられる。そこで、当該モデルプログラムについて、どのようなアレンジの可能性があるかを示し

た。また、関連する内容の取り扱いについても触れた。 

モデルプログラム Ｅ-２ 母語・母文化・アイデンティティ－複言語環境とその影響－

ねらい 複言語環境が及ぼす母語・母文化形成と家族関係への影響を理解し、文

化やアイデンティティの多元性（ハイブリッド性）を価値づけて、支援

方法を考えられるようになる。 

対象 □教師を目指す学生（教員養成課程他） ☑日本語教育を学ぶ学生
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『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童
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自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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ような資質・能力を育成すべきかを示して評価することはできない。また、日本語学校等で講師を務める

日本語教師の資質・能力の育成モデルにも馴染まない。 

 そこで、本「モデルプログラム」では、外国人児童生徒等教育を担う教員・支援員の資質・能力の評価

について、次のように考える。 

（1）資質・能力の自己評価 

本教育領域に携わる教員・支援員自身が、その資質・能力を「豆の木モデル」（資質・能力モデル）

に照らして評価し、自己の専門性・力量を構造的に可視化し、把握する。 

（2）自己研修／受講計画の設計 

自己の資質・能力の把握をもとに、専門性向上のために、どのような力を高め、そのために授業・研

修において学びたい内容を設定し、具体的に自己研修の計画／授業の受講計画を立てる。 

（3）研修・受講による学びの教師キャリアへの位置付け（図２にイメージを示す。） 

現職教員・支援員：本教育に携わった経験とその経験を通して培われた資質・能力を、自身の教員・

日本語教師としてのキャリアに位置付け、その力を今後どのように活かせるのかという視点で

意味づける。 

学生：関連する授業を受講して学んだことや経験的に理解したことを、自身のキャリア形成の資源と

して位置付け、社会の一員として多文化共生の実現に向けてどのように活かせるかという視点

で意味づける。 

現職者段階養成段階

外国人児童生徒等教育の資質能力の育成 → 教育者・支援者として成長

研修「学校と地域の連携による支援」
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図２ 教師としての力量形成（キャリア形成）の例
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を
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関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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6.2 評価の具体的な方法（案） 

「モデルプログラム」に基づく、資質・能力の評価方法について、具体的な案を以下に示す。 

（1）授業・研修毎にその事前・事後で、受講者が自身の資質・能力を把握し、今後の自己研修・修学に

ついて具合的な課題を設定する。次ページに示す自己評価票を利用する。

（2）研修履歴・記録（p.19に例を示す）を作成し、各研修で何を学び、どのような力を高められたかを

　　評価する。さらに、高めたい力と学びたい内容を設定して自己研修計画を立てる。学生の場合は、

　　      授業の受講履歴、フィールドでの活動等の履歴を作成し、成長を記録する。 

（3）上記の方法で自己評価した本教育に携わった経験によって培われた資質・能力を、教員・日本語
教師の資質・能力の指標等 3に照らしてどこに該当するかを調べ、自己の成長を可視化すると同時に、

自身の今後のキャリアについて具体的なイメージを形成する。 

3 教員の場合は、各都道府県が示している「教員育成指標」、日本語教師の場合は文化庁（2019年）『日
本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）』に示されている「日本語教師に求められる資
質・能力」が指標として利用できる。 

16 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 

2 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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6.2 評価の具体的な方法（案） 

「モデルプログラム」に基づく、資質・能力の評価方法について、具体的な案を以下に示す。 

（1）授業・研修毎にその事前・事後で、受講者が自身の資質・能力を把握し、今後の自己研修・修学に

ついて具合的な課題を設定する。次ページに示す自己評価票を利用する。

（2）研修履歴・記録（p.19に例を示す）を作成し、各研修で何を学び、どのような力を高められたかを

　　評価する。さらに、高めたい力と学びたい内容を設定して自己研修計画を立てる。学生の場合は、

　　      授業の受講履歴、フィールドでの活動等の履歴を作成し、成長を記録する。 

（3）上記の方法で自己評価した本教育に携わった経験によって培われた資質・能力を、教員・日本語
教師の資質・能力の指標等 3に照らしてどこに該当するかを調べ、自己の成長を可視化すると同時に、

自身の今後のキャリアについて具体的なイメージを形成する。 

3 教員の場合は、各都道府県が示している「教員育成指標」、日本語教師の場合は文化庁（2019年）『日
本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）』に示されている「日本語教師に求められる資
質・能力」が指標として利用できる。 
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は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内
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当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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外国人児童生徒等教育の担当教員・支援員の研修の履歴（記録）の例 

（学生：外国人児童生徒等教育に関する授業・活動記録） 

氏名（     ） 

 

 

授業・研修等の活動 
年・月 立場 内容 

（Ａ～Ｎ） 
高められ
た力 

内省メモ 

2012年
4 月 
90 分 
15 回 

教育学
部学生 

Ｂ外国人児童生徒等
教育の背景・現状・施
策／Ｄ文化適応／Ｅ
母語・母文化、アイ
デンティティ／Ｈ子ど
もの日本語教育の理論
と方法／Ｉ日本語指
導の計画と実施

捉える力：
イ、オ
育む力：サ、
タ

背景や制度に
ついての情報
を得たが、子
どもの困難や
現場の教育の
イメージはで
きなかった。

2013年
9 月 
2時間 

教育学
部学生 

Ｋ社会参加とキャリ
ア教育／Ｌ保護者・地
域とのネットワーク

捉える力：
カ 
育む力：セ 
つなぐ力：
ナ 

学習支援が中
心であった。
その前の日本
語指導につい
て知りたい。 

2018 年
6 月 
2時間 

日本語
指導担
当教員 

C学校の受け入れ体制
／Ｌ保護者・地域と
のネットワーク

育む力：ケ、
ソ 
つなぐ力：
ト 

校内の指導体
制、保護者と
の連携につい
て情報交換で
き、学校によ
って状況が違
うことがわか
った。 

2018年
8 月 
3時間 

日本語
指導担
当教員 

Ｆ言語と認知の発達
／Ｇ日本語の特徴／
Ｈ子どもの日本語教
育の理論と方法 

捉える力：
ウ 
育む力：コ、
シ 
変える／変
わる力：ヘ 

改めて子ども
の言語習得や
第二言語習得
の勉強をして
面白かった。
教え方にどう
活かせるか考
えたい。 

2019年
10 月 
3時間 

日本語
指導担
当教員 

Ｂ外国人児童生徒等教
育の背景・現状・施策
／Ｉ日本語指導の計画
と実施／Ｊ在籍学級で
の学習支援／Ｋ社会
参加とキャリア教育

育む力：セ、
ツ 
つなぐ力：
ヌ 
変える／変
わる力：ノ 

個に応じた教
育を保障する
事 が 重 要 だ
が、学習を暮
らしに関わら
せて設計する
ことについて
も っ と 工 夫
が必要だ。 

大学の授業

「日本語教育概論」

研究会参加

「子どもの言語習得」

研修受講

「個別の指導計
画」

大学のフィールドワ
ーク「地域日本語支

援教室」

研修受講

「日本語指導担当者研
修」
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2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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第 2 部 「モデルプログラム」の活用 

１．「モデルプログラム」の活用について 

本モデルプログラムは、外国人児童生徒等教育を担う教員・支援員の資質・能力として、「豆の木モデ
ル」に示した４要素８課題領域からなる資質・能力の育成をめざし、そのための養成・研修の実施プラン
のモデルを示すものである。「豆の木モデル」に示した資質・能力を有する教員・支援員が、具体的な実
践場面では何がどのようにできるようになるのかを「求められる具体的な力」として描いた。さらに、そ
の力を育むために学ぶべき理念的価値や、知識や情報、スキル、そして態度を「内容」として、14 区分
（A～N）し、構造化したものが「養成・研修の内容構成」である。この A～N の内容に関するモデルプ
ログラムを、50パターン準備したが、次に示すような手続きで活用することができる。そのイメージ図が
次頁の図３「モデルプログラムの活用」である。

＜「モデルプログラム」の活用方法＞ 

（1）現職教員研修、支援員の養成・研修の場合
手順１　地域・学校の現状と担当者（教員・支援員）の専門性における課題を把握し、研修の目的を

　明確化する。 
手順２ 自身が企画・実施する研修において、教員・支援員にどのような資質・能力を育成するかを

「豆の木モデル」（資質・能力モデル）を参照して決定する。さらに当該資質・能力の「求め
られる具体的な力」から、育成したい力を選び（複数でもよい）、受講者の経験や知識・スキ
ル、そしてニーズに鑑み、研修の目標を具体化する。受講者が研修の成果を実感できるよう
にするためにも、達成可能な目標を設定することが重要であり、研修の実施条件（時間・参
加人数・予算等）についても考慮する必要がある。

手順３ 目標とする資質・能力に対応する内容（A～N）より、研修で取り扱う内容を選定する。 
手順４ 手順３で選んだ内容のモデルプログラムを参照し、目標に合ったものを選択した上で、モデ

ルプログラムをアレンジしたり、複数のプログラムから相応しい活動を抜き出して組み合わ
せたりして、研修のカリキュラム（実施計画）を作成する。受講者の動き、活動の進め方、
研修の振り返りの方法、資料の提示方法や用具等についても検討し、講師との打ち合わせを
十分に行って臨む。

手順５ 実施後、「モデルプログラム」で提案する「自己評価票（p.17）」や、アンケート等で、授
業・研修で何を学んだか、今後の教育・支援活動でどのように活かそうと思うかなどを問い、
研修の成果を活かせるように働きかける。また、研修実施者も、アンケート等の回答をもと
に、研修目標が達成され、ねらいとした資質・能力が高まったか、また、研修の企画・計画
が妥当であったかについて評価する。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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第 2 部 「モデルプログラム」の活用 

１．「モデルプログラム」の活用について 

本モデルプログラムは、外国人児童生徒等教育を担う教員・支援員の資質・能力として、「豆の木モデ
ル」に示した４要素８課題領域からなる資質・能力の育成をめざし、そのための養成・研修の実施プラン
のモデルを示すものである。「豆の木モデル」に示した資質・能力を有する教員・支援員が、具体的な実
践場面では何がどのようにできるようになるのかを「求められる具体的な力」として描いた。さらに、そ
の力を育むために学ぶべき理念的価値や、知識や情報、スキル、そして態度を「内容」として、14 区分
（A～N）し、構造化したものが「養成・研修の内容構成」である。この A～N の内容に関するモデルプ
ログラムを、50パターン準備したが、次に示すような手続きで活用することができる。そのイメージ図が
次頁の図３「モデルプログラムの活用」である。

＜「モデルプログラム」の活用方法＞ 

（1）現職教員研修、支援員の養成・研修の場合
手順１　地域・学校の現状と担当者（教員・支援員）の専門性における課題を把握し、研修の目的を

　明確化する。 
手順２ 自身が企画・実施する研修において、教員・支援員にどのような資質・能力を育成するかを

「豆の木モデル」（資質・能力モデル）を参照して決定する。さらに当該資質・能力の「求め
られる具体的な力」から、育成したい力を選び（複数でもよい）、受講者の経験や知識・スキ
ル、そしてニーズに鑑み、研修の目標を具体化する。受講者が研修の成果を実感できるよう
にするためにも、達成可能な目標を設定することが重要であり、研修の実施条件（時間・参
加人数・予算等）についても考慮する必要がある。

手順３ 目標とする資質・能力に対応する内容（A～N）より、研修で取り扱う内容を選定する。 
手順４ 手順３で選んだ内容のモデルプログラムを参照し、目標に合ったものを選択した上で、モデ

ルプログラムをアレンジしたり、複数のプログラムから相応しい活動を抜き出して組み合わ
せたりして、研修のカリキュラム（実施計画）を作成する。受講者の動き、活動の進め方、
研修の振り返りの方法、資料の提示方法や用具等についても検討し、講師との打ち合わせを
十分に行って臨む。

手順５ 実施後、「モデルプログラム」で提案する「自己評価票（p.17）」や、アンケート等で、授
業・研修で何を学んだか、今後の教育・支援活動でどのように活かそうと思うかなどを問い、
研修の成果を活かせるように働きかける。また、研修実施者も、アンケート等の回答をもと
に、研修目標が達成され、ねらいとした資質・能力が高まったか、また、研修の企画・計画
が妥当であったかについて評価する。 
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図３ 「モデルプログラム」の活用方法 

（２）大学における養成（授業）の場合
大学における授業での活用においても、基本的には研修の場合と手順は同じである。ただし、研修では、

地域の状況や子どもの実態などに応じた研修の設計が求められるのに対し、大学の授業の場合は、所属コ
ース・専攻の専門性やカリキュラムとの関係を考慮して、授業を設計することになる。当然ながら、「モ
デルプログラム」の活用の仕方も異なるものになる。例えば、外国人児童生徒等教育や日本語教育を専門
とする専攻では、単独の科目として内容Ａ～Ｎの全てを取り上げて授業を行える可能性がある。一方、関
連科目で１単位時間でしか取り扱えないという場合は、基本的な情報を提供する程度の授業となるであ
ろう。また、教員養成課程かそれ以外かによって、教職科目や教育関連科目の履修状況が大きく異なる
が、学生の科目履修の状況に応じてどの内容を取り扱うか判断しなければならない。実施しようとする授
業が教育課程においてどう位置付けられているかに基づき、ねらいとする資質・能力、取り扱う内容を決
定することになる。 
また、受講者である学生自身に関しては、関心や経験、そして、将来的にどのように外国人児童生徒等

教育に関わる可能性があるのかを視野に入れ、資質・能力としてどのような力を育成するかを決定した
い。学生の多くは、外国人児童生徒等の実態や教育現場の状況について経験的な知識がないため、学習リ
ソースや活動に工夫をして、具体的なイメージを描けるようにカリキュラム（実施計画）を設計すること
が必要である。
活用事例にも、複数の大学における活用事例を示した。参考にしていただきたい。 

「モデルプログラム」の活用のイメージについては別刷りリーフレットも参照のこと。

内容 No.Ｎ

内容 Ｈ
抗億 ○
項目 ・
項目 ○

目的：〇〇〇○○○
対象：××××
時間：〇時間

カリキュラム

プログラムα

プログラムβ

プログラムγ

具体的な目的・実施条件に
応じてプログラムを組み合
わせカリキュラムを作成する

モデルプロ
グラム(1-2)

内容 Ａ 外国人児童生徒教
育の考え方

講義

話し合い
情報交換

事例報告

体験活動

内容 Ｆ
認知発達と言語習得

講義

活動型
話し合い
情報交換

活動型
事例報告

フィールド型

体験活動

Ａ～Ｎに対応する多様な方法・形態
のモデルプログラムを参照

内容 Ｉ
日本語指導の計画と実施

講義型

活動型
疑似体験

活動型
模擬授業

ﾌｨｰﾙﾄﾞ型

モデルIログラ
ム（H-1）

モデルプログ
ラム（I-2）

モデルプログ
ラム（I-4）

モデルプログ
ラム（I-3）

1《現状・担当者の課題》

地域・学校現場の外国人児童生徒の
在籍状況や支援体制
教員・支援者が直面する問題や困難

内容 Ｇ

内容 Ｆ
大項目○
小項目・

内容 Ｃ

内容 Ｂ
内容 Ａ
大項目○
小項目・
小項目・

養成・研修の内容構成（Ａ～Ｎ）

成果を「資質・能力モデ
ル」に照らして評価

《豆の木モデル》資質・能力の４要素と課題

資質・能力 課題領域

捉える力
子どもの実態の把握

社会的背景の理解

育む力
日本語・教科の力の育成

異文化間能力の涵養

つなぐ力
学校づくり

地域づくり
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多文化共生社会の実現

教師としての成長

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 

2 

21



公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

22 

２．「モデルプログラム」活用事例 

実施者 教員養成系大学・教育学部の教員 

目的 将来、教員になりたい学生に、外国人児童生徒等教育や日本語指導が必要な児童生徒

に対する指導に関し、必要な基礎的知識や態度を養う。

対象 立場：教員養成系大学・教育学部の学生 

外国人児童生徒等教育・日本語指導経験：なし 

参加者数： 50人 

資質・能力 

モデル

（網掛け：高

めたい資質・

能力） 

捉える力 
子どもの実態の把握 

社会的背景の理解 

育む力 
日本語・教科の力の育成 

異文化間能力の涵養 

つなぐ力 
学校づくり 

地域づくり 

変える／変わる力 
多文化共生社会の実現 

教師としての成長 

主な内容 Ａ 外国人児童生徒等教育の課題、Ｂ 外国人児童生徒等教育の背景・現状・施策、 

Ｃ 学校の受け入れ体制、Ｅ 母語・母文化・アイデンティティ、Ｆ 言語と認知の発達、

Ｈ 子どもの日本語教育の理論と方法、Ｌ 保護者・地域とのネットワーク、等 

形態／時間 講義型・活動型／90 分×15回 

 

モデルプログラム活用事例
No.1 大学の教員養成系・教育学部の学生を対象とする授業 

最近、外国人児童生徒の数が増えてい

るので、学生が教員になるころには、

担任として外国人児童生徒に出会う確

率がずっと高くなるはずです。現職の

教員から「どう指導したらいいかわか

らない」という相談を受けることもあ

るし、教員養成の授業で基礎的なこと

は学んだ方がいいと思います。（大学

教員） 

将来、小学校の教員になりたいのですが、クラ

スに外国人の児童がいた場合にどのように教え

たらいいのか心配です。（学生１） 

中学の時、クラスに外国籍の友だ

ちがいました。日本語もペラペラ

だったし、全然困っているように

は見えなかったけど、悩みとかあ

ったのかもしれないなと思うよう

になりました。（学生２） 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 

2 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき
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関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能
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年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に
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として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資
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当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 
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２．「モデルプログラム」活用事例 

実施者 教員養成系大学・教育学部の教員 

目的 将来、教員になりたい学生に、外国人児童生徒等教育や日本語指導が必要な児童生徒

に対する指導に関し、必要な基礎的知識や態度を養う。

対象 立場：教員養成系大学・教育学部の学生 

外国人児童生徒等教育・日本語指導経験：なし 

参加者数： 50人 

資質・能力 

モデル

（網掛け：高

めたい資質・

能力） 

捉える力 
子どもの実態の把握 

社会的背景の理解 

育む力 
日本語・教科の力の育成 

異文化間能力の涵養 

つなぐ力 
学校づくり 

地域づくり 

変える／変わる力 
多文化共生社会の実現 

教師としての成長 

主な内容 Ａ 外国人児童生徒等教育の課題、Ｂ 外国人児童生徒等教育の背景・現状・施策、 

Ｃ 学校の受け入れ体制、Ｅ 母語・母文化・アイデンティティ、Ｆ 言語と認知の発達、

Ｈ 子どもの日本語教育の理論と方法、Ｌ 保護者・地域とのネットワーク、等 

形態／時間 講義型・活動型／90分×15回 

 

モデルプログラム活用事例
No.1 大学の教員養成系・教育学部の学生を対象とする授業 

最近、外国人児童生徒の数が増えてい

るので、学生が教員になるころには、

担任として外国人児童生徒に出会う確

率がずっと高くなるはずです。現職の

教員から「どう指導したらいいかわか

らない」という相談を受けることもあ

るし、教員養成の授業で基礎的なこと

は学んだ方がいいと思います。（大学

教員） 

将来、小学校の教員になりたいのですが、クラ

スに外国人の児童がいた場合にどのように教え

たらいいのか心配です。（学生１） 

中学の時、クラスに外国籍の友だ

ちがいました。日本語もペラペラ

だったし、全然困っているように

は見えなかったけど、悩みとかあ

ったのかもしれないなと思うよう

になりました。（学生２） 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

地域や学校の状況 

・地域は散在地域。日本語指導が必要な児童生徒数は増加傾向。

・大学のある地域には、日本語指導担当者のいる学校や通級型の日本語教室を設置している

学校がある。 

・履修学生の出生地のほとんどが散在地域であるが、集住地域出身の学生もいる。

対象者の専門性・経験 

・教育学部の学生で教員志望。

・外国人児童生徒と学校生活を過ごした経験のある学生もいるが、ない学生もいる。

・学生の大半は、日本語教育や外国人児童生徒に関する知識はなく、教えた経験もない。

１ 

目標：将来、教員になりたい学生が、日本語指導が必要な児童生徒に関する最低限必要な知

識を得ることで、実際に教壇に立った時に、教師として自身が行うべきことが分かり、そ

れに取り組むことができるようになる。

目標とする資質 

【捉える力】 

ア 子どものシグナルを見逃さず、文化間移動と発達の視点をもってその困難さを理解するこ

　とができる。 

カ 文化間移動や家族の状況を、グローバル化や歴史的背景、社会制度の変化等に関連付けて

理解することができる。 

【育む力】 

ケ 外国人児童生徒等の受け入れ体制・指導体制に応じて、指導・支援を行うことができる。

タ 子どもの母語、母文化、アイデンティティを尊重し、学級・学校・地域における社会参加

　を促すことができる。 

【つなぐ力】 

ニ 学校が拠点となり、地域の様々な関係者と連携して、子どもの学習環境を豊かにすること

ができる。 

【変わる／変える力】 

フ 外国人児童生徒等の教育を通して、自身のものの見方を批判的に問い直すことができる。

ヘ 子どもの言語や文化に興味をもち、自身と異なる言語・文化に価値を見いだすことができ

る。 

２ 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 

2 
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カリキュラムの決定

１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

回 内容 活動 参考資料 

１ Ｂ 外国人児童生徒

等の教育の背景・

　現状・施策 

（90分×2回） 

外国人児童生徒等の現状と背景につい

て以下の内容について理解を深める 

1) 以下の内容について、統計や資料を
用いながら理解を深める

・来日の社会的、歴史的背景や、在留外
国人統計、在留資格について

・「日本語指導が必要な外国人児童生
徒の受け入れ状況等に関する調査」
の統計から地域差や集住地区と散在
地区などについて

・法務省「在留外国
人統計」

・ブラジルへの移民
や中国残留孤児、
インドシナ難民
の報道記事等

２ 2) 外国人児童が日本の学校に初めて
登校するドキュメンタリーを見て、
以下のことについてディスカッショ
ンを行う

・外国人児童の気持ちについて
・受け入れ側の支援について
・自分が担任であったらどうするか

・文部科学省「日本
語指導が必要な
児童生徒の受入
れ状況等に関す
る調査」

・文部科学省「外国
人児童生徒受入
れの手引」

３ Ｆ 言語と認知の発

達 

（90分×2回）  

言語発達と認知、第二言語習得について

理解を深める 

1) 子どもの第二言語習得のプロセス
について理解する（大人と子どもの
違い）

・日本語だけでなく、日本語での教科

第二言語習得論・
バイリンガリズム
関連の文献（例：中
島和子（2016）『バ
イリンガル教育の
方法』アルク／コ
リン・ベーカー
（1996）『バイリン
ガル教育と第二言

授業・研修内容の選定 

Ａ 外国人児童生徒等教育の課題、Ｂ 外国人児童生徒等教育の背景・現状・施策、Ｃ 学校

の受け入れ体制、Ｅ 母語・母文化・アイデンティティ、Ｆ 言語と認知の発達、Ｈ 子ども

の日本語教育の理論と方法、Ｊ 在籍学級での学習支援、Ｌ 保護者・地域とのネットワーク、

Ｍ 現場における実践 

３ 

モ
デ
ル
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ム
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自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき
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の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資
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ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 
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カリキュラムの決定

１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

回 内容 活動 参考資料 

１ Ｂ 外国人児童生徒

等の教育の背景・

　現状・施策 

（90分×2回） 

外国人児童生徒等の現状と背景につい

て以下の内容について理解を深める 

1) 以下の内容について、統計や資料を
用いながら理解を深める

・来日の社会的、歴史的背景や、在留外
国人統計、在留資格について

・「日本語指導が必要な外国人児童生
徒の受け入れ状況等に関する調査」
の統計から地域差や集住地区と散在
地区などについて

・法務省「在留外国
人統計」

・ブラジルへの移民
や中国残留孤児、
インドシナ難民
の報道記事等

２ 2) 外国人児童が日本の学校に初めて
登校するドキュメンタリーを見て、
以下のことについてディスカッショ
ンを行う

・外国人児童の気持ちについて
・受け入れ側の支援について
・自分が担任であったらどうするか

・文部科学省「日本
語指導が必要な
児童生徒の受入
れ状況等に関す
る調査」

・文部科学省「外国
人児童生徒受入
れの手引」
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達 
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言語発達と認知、第二言語習得について
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1) 子どもの第二言語習得のプロセス
について理解する（大人と子どもの
違い）

・日本語だけでなく、日本語での教科

第二言語習得論・
バイリンガリズム
関連の文献（例：中
島和子（2016）『バ
イリンガル教育の
方法』アルク／コ
リン・ベーカー
（1996）『バイリン
ガル教育と第二言

授業・研修内容の選定 

Ａ 外国人児童生徒等教育の課題、Ｂ 外国人児童生徒等教育の背景・現状・施策、Ｃ 学校

の受け入れ体制、Ｅ 母語・母文化・アイデンティティ、Ｆ 言語と認知の発達、Ｈ 子ども

の日本語教育の理論と方法、Ｊ 在籍学級での学習支援、Ｌ 保護者・地域とのネットワーク、

Ｍ 現場における実践 

３ 
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学習内容の理解が必要であることを
理解する

語習得』大修館書
店・第二言語習得
論関係文献  

４ 2) 親との母語でのコミュニケーショ
ンができなくなる言語環境、学習言
語能力の習得の難しさを理解する

・子どもの日本語の作文等から第二言
語習得のプロセスと課題を知る

・生活言語能力と学習言語能力、二言
語相互依存仮説、年齢と二言語習得
の関係、加算的/減算的バイリンガリ
ズム、複言語能力等について理解を
深める

3) 子どもの二言語習得を理解した上
で、どのような支援が学校や地域で
できるのか、ディスカッションを行う

・子どもの日本語の
作文等

・子どもの母語発達
の事例などが掲
載されている文
献（例：齋藤ひろ
み他『外国人児童
生徒のための支
援ガイドブック』
（凡人社））

５ Ｅ 母語・母文化・ア

イデンティティ

Ｄ 文化適応 

（90分×2回） 

異文化接触と文化変容について基本的

な知識を得て、外国人児童生徒のおか

れた状況への理解を深める 

1) 外国にルーツのある子どもや保護
者の手記を読み、日本の学校におけ
る異文化接触について理解を深める

2) 異文化接触と文化変容について以
下を中心に知識を深める

・心的文化変容（統合、同化、分離、
境界化）

・情意面、行動面、認知面の違い

・外国にルーツの
ある子ども達のア
イデンティティに
関する作文、文
献、資料（例：清
水睦美他『いちょ
う団地発!外国人の
子どもたちの挑
戦』(岩波書店)／
川上郁雄『私も
「移動する子ども」
だった』（くろしお
出版）／箕浦康子
『子供の異文化体
験』（新思索社） 

６ 3) アイデンティティ形成
親とのコミュニケーションが難しく

なったケースの DVD や手記などを見
て、親との会話の質、母語保持に対す
る親と子どもの捉え方の違いなどを考
える 
4) 境界化にある子どもの支援につい
てディスカッションを行う 

（テーマ例：学校で教員ができること
はなにか）

・外国にルーツの
ある子ども達のア
イデンティティに
関する作文、文献、
動画等の資料 
（例：第 4回の資料
／ドキュメンタ
リー『HAFU』）
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと
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それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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７ Ｂ 外国人児童生徒

等の教育の背景・

現状施策 

Ｉ 日本語指導の

計画と実施 

（90分） 

「特別の教育課程」について、制度に

位置付けられることになった背景や効

果等を理解する 

1) 子どもの学習権について
・日本の義務教育の対象や教育を受け
る権利について国際規約などから理
解する

2)「特別の教育課程」について
・「特別の教育課程」について理解する

･文部科学省「学校
教育法施行規則の
一部を改正する省
令等の施行につい
て」 
・施策について整
理されている文
献・資料（例：佐久
間孝正『外国人の
子どもの不就学』
勁草書房／宮島喬
『外国人の子ど
もの教育』(東京
大学出版会)

８ 

／ 

９ 

Ｍ 現場における実

践

（90分×2回） 

小学校（第 8 回）中学校（第 9 回）におけ

る取り組みと課題：ゲストティーチャーに

よる講義を聞いて、教員として求められる

取組について具体的に考える 

・ゲストティーチャーの勤務校があ
る市の現状と課題

・子どもの様子
・日本語教室での取り組み
・保護者との連絡
・学校や教員に望むこと

小学校： 
・幼保との連携

中学校： 
・高校での支援の必要性
・高校進学の現状と課題
・進学に向けての指導

10 Ｉ 日本語指導の計
　画と実施 
（90分×2回） 

初期日本語指導の内容と必要性につい

て理解し、指導の仕方を考える 

1) 日本に来たばかりの子どもが学校
でまずどんな日本語を必要とする
か、グループで話し合う

2) 日本語プログラムの中の「サバイバ
ル日本語」と「日本語基礎」の内容と
方法を理解する

・大人の日本語テキストの目次と子ど
ものテキストの目次を比較し、違い
を見つけ（グループ活動）、その理由
を確認

・文部科学省「外国
人児童生徒受入
れの手引」

・日本語教材（大人
向け、子ども向
け）日本語教材
(例：大人向け教
材-『みんなの日本
語』『いっぽ にほ
んご  さんぽ  暮
らしのにほんご
教室』、子ども向
け教材-『にほんご
をまなぼう』『日
本語学級 1』等）

４ 

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｂ—

２

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｉ-

１

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｍ-

１

モデルプログラムでは実
習前の活動として現場の
教員に学校の取組みや子
どもについて話を聞くプ
ランであるが、この授業
では、保護者との連携や
進路についても講義を依
頼した。 
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『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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７ Ｂ 外国人児童生徒

等の教育の背景・

現状施策 

Ｉ 日本語指導の

計画と実施 

（90分） 

「特別の教育課程」について、制度に

位置付けられることになった背景や効

果等を理解する 

1) 子どもの学習権について
・日本の義務教育の対象や教育を受け
る権利について国際規約などから理
解する

2)「特別の教育課程」について
・「特別の教育課程」について理解する

･文部科学省「学校
教育法施行規則の
一部を改正する省
令等の施行につい
て」 
・施策について整
理されている文
献・資料（例：佐久
間孝正『外国人の
子どもの不就学』
勁草書房／宮島喬
『外国人の子ど
もの教育』(東京
大学出版会)

８ 

／ 

９ 

Ｍ 現場における実

践

（90分×2回） 

小学校（第 8 回）中学校（第 9 回）におけ

る取り組みと課題：ゲストティーチャーに

よる講義を聞いて、教員として求められる

取組について具体的に考える 

・ゲストティーチャーの勤務校があ
る市の現状と課題

・子どもの様子
・日本語教室での取り組み
・保護者との連絡
・学校や教員に望むこと

小学校： 
・幼保との連携

中学校： 
・高校での支援の必要性
・高校進学の現状と課題
・進学に向けての指導

10 Ｉ 日本語指導の計
　画と実施 
（90分×2回） 

初期日本語指導の内容と必要性につい

て理解し、指導の仕方を考える 

1) 日本に来たばかりの子どもが学校
でまずどんな日本語を必要とする
か、グループで話し合う

2) 日本語プログラムの中の「サバイバ
ル日本語」と「日本語基礎」の内容と
方法を理解する

・大人の日本語テキストの目次と子ど
ものテキストの目次を比較し、違い
を見つけ（グループ活動）、その理由
を確認

・文部科学省「外国
人児童生徒受入
れの手引」

・日本語教材（大人
向け、子ども向
け）日本語教材
(例：大人向け教
材-『みんなの日本
語』『いっぽ にほ
んご  さんぽ  暮
らしのにほんご
教室』、子ども向
け教材-『にほんご
をまなぼう』『日
本語学級 1』等）

４ 

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｂ—

２

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｉ-

１

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｍ-

１

モデルプログラムでは実
習前の活動として現場の
教員に学校の取組みや子
どもについて話を聞くプ
ランであるが、この授業
では、保護者との連携や
進路についても講義を依
頼した。 
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11 3) 実際に「すき/きらい」「いい/
だめ」を教えるにはどうしたらいい
かグループで話し合う⇒発表

4) テキストの紹介
・年齢による配慮の必要性
・日本語で教えることができることを
理解

12 Ｉ 日本語指導の計
　画と実施

J 　在籍学級での学

　習支援

Ｈ 子どもの日本語

教育の理論と方法

（90分） 

JSL カリキュラムの考え方について理解

し、実践事例を読み解く 

1) 学校での学習活動に参加するため
の力を育成する重要性を再確認し、
「内容と日本語の統合学習」を深く
理解する

・児童生徒の多様性への対応
・JSL カリキュラムの特徴、有効性
・内容と日本語の統合学習「JSLカリキ
ュラム」の事例を実際に見ながら、支
援方法を検討する 

2) 事例についてグループで話し合う

・文部科学省「学校
教育における JSL
カリキュラム」小
学校編、中学校編

・『外国人児童の「教
科と日本語」シリ
ーズ』（スリーエ
ーネットワーク） 

・JSL カリキュラム
の実践事例 

13 Ｈ 子どもの日本語

教育の理論と方法

（90分） 

リライト教材の考え方について理解し、実

際にリライトを試みる 

1) リライト教材とはどんなものかを
文献等を通じて理解した後、実際に
リライトされた教材を分析する

2) 実際にグループでリライトをして
みる

・リライトする教科
書

・リライトに関する
文献（例：光元聰
江他『外国人･特
別支援児童･生徒
を教えるための
リライト教材』
(ふくろう出版)）

14 Ｌ 保護者・地域と

のネットワーク 

Ｃ 学校の受け入れ

体制 

（90分） 

学校内外における連携の重要性を理解

する 

1) 目の前の子どもを現時点の姿だけ
で捉えるのではなく、「日本社会で成
長する子ども」という視点で捉える
必要性を理解する

・子どもに多様な人々が関わる必要性
・連携の重要性（校種間、国際交流協
会、NPO、大学など）

2)学校内外でどんな連携が可能かグル
ープで話し合う
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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Ｂ 外国人児童生徒

等の背景・現状・

施策 

Ｆ 言語と認知の発
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Ｋ 社会参加とキャ

リア教育

（90分） 

まとめ：これまでの授業で学んだことを振

り返り、学校における支援体制や自身が

教師として教育に関わるときのことをイメ

ージする 

1) 学んだ内容を、付箋等を使って整理
する

2) 具体的な問題を設定し、それにどう
対応するかを話し合う

成果と課題 

受講学生は、日本語指導が必要な児童生徒に関する最低限必要な知識を得ることができた。
将来教員になった時に、クラスにいる日本語指導が必要な児童生徒に適切に対応を行うこと
が期待できる。ただ、「最低限必要な知識」といっても、幅広い領域に及ぶため、この授業
で実際の教育現場での観察や実習までを含めることは時間的に難しい。本授業履修後、観察
実習や実践を伴う授業や活動へつなげていく必要がある。 

５ 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 

2 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 

2 

28



公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

28 

15 Ｃ 学校の受け入れ

体制 

Ｂ 外国人児童生徒

等の背景・現状・

施策 

Ｆ 言語と認知の発

達 

Ｋ 社会参加とキャ

リア教育

（90分） 

まとめ：これまでの授業で学んだことを振

り返り、学校における支援体制や自身が

教師として教育に関わるときのことをイメ

ージする 

1) 学んだ内容を、付箋等を使って整理
する

2) 具体的な問題を設定し、それにどう
対応するかを話し合う

成果と課題 

受講学生は、日本語指導が必要な児童生徒に関する最低限必要な知識を得ることができた。
将来教員になった時に、クラスにいる日本語指導が必要な児童生徒に適切に対応を行うこと
が期待できる。ただ、「最低限必要な知識」といっても、幅広い領域に及ぶため、この授業
で実際の教育現場での観察や実習までを含めることは時間的に難しい。本授業履修後、観察
実習や実践を伴う授業や活動へつなげていく必要がある。 

５ 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

29 

アウトライン
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加している者もいる。 
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たい資質・能

力 
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社会的背景の理解 

育む力 
日本語・教科の力の育成 

異文化間能力の涵養 

つなぐ力 
学校づくり 

地域づくり 

変える／変わる力 
多文化共生社会の実現 
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主な内容 Ｂ 外国人児童生徒等教育の背景・現状・施策 Ｄ 文化適応 Ｆ 言語と認知の発達 
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モデルプログラム活用事例
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地域のボランティア教室で外
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

地域や学校の状況 

・履修学生の在住地域や出身地は、外国人集住地域や分散地域等、多様である。
・大学のある地域には、日本語教室のある学校や、通級型の初期日本語教育を実施していると
ころがある。

・大学には長期・短期の留学生がいるが、留学生以外の外国人と接する機会は少ない。

対象者の専門性・経験 

・成人対象の日本語教育についてはすでに基礎を学んでいるが、子ども対象の日本語教育は学
んだ経験がない。

・地域の日本語教室や、子ども対象の学習支援教室でのボランティア経験者もいるが、大半の
者は対象にかかわらず日本語を教えた経験がない。

・日本の学校教育（教職）に関わる教育内容の理解は自身の学習経験に拠るところが大きい。

１ 

２ 

目標：外国人児童生徒等の社会的・歴史的背景や文化適応や言語習得に関する知識を得て、

生活上・学習上の困難点を理解し、子どもの状況を把握するために必要な視点を獲得す

る。子どもの日本語教育の考え方と方法を知り、子どもの状況を踏まえた上で子どもを対

象とした日本語指導の計画を作成することができる。 

目標とする資質 

【捉える力】 
イ 子どもの心理的状況を文化適応や家庭の状況に関連づけて理解することができる。
ウ 子どものことばの力を、日本語と母語の両言語を視野に入れ、言語能力の多面性に留意し
て測定したり評価したりすることができる。

カ 文化間移動や家族の状況を、グローバル化や歴史的背景、社会制度の変化等に関連付けて
理解することができる。

【育む力】 
ケ 外国人児童生徒等の受け入れ体制・指導体制に応じて、指導・支援を行うことができる。
コ 第二言語習得や教育方法に関する知識を踏まえ、子どもの年齢的な発達の違いを考慮した
日本語や教科の指導・支援をすることができる。

ス 子どもの日本語の力を考慮して教材等を選んだり作成したりしてリソースを準備し、学習
参加を促すことができる。

ソ 子どもが新しい環境に適応することを支援できる。
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

地域や学校の状況 

・履修学生の在住地域や出身地は、外国人集住地域や分散地域等、多様である。
・大学のある地域には、日本語教室のある学校や、通級型の初期日本語教育を実施していると
ころがある。

・大学には長期・短期の留学生がいるが、留学生以外の外国人と接する機会は少ない。

対象者の専門性・経験 

・成人対象の日本語教育についてはすでに基礎を学んでいるが、子ども対象の日本語教育は学
んだ経験がない。

・地域の日本語教室や、子ども対象の学習支援教室でのボランティア経験者もいるが、大半の
者は対象にかかわらず日本語を教えた経験がない。

・日本の学校教育（教職）に関わる教育内容の理解は自身の学習経験に拠るところが大きい。

１ 

２ 

目標：外国人児童生徒等の社会的・歴史的背景や文化適応や言語習得に関する知識を得て、

生活上・学習上の困難点を理解し、子どもの状況を把握するために必要な視点を獲得す

る。子どもの日本語教育の考え方と方法を知り、子どもの状況を踏まえた上で子どもを対

象とした日本語指導の計画を作成することができる。 

目標とする資質 

【捉える力】 
イ 子どもの心理的状況を文化適応や家庭の状況に関連づけて理解することができる。
ウ 子どものことばの力を、日本語と母語の両言語を視野に入れ、言語能力の多面性に留意し
て測定したり評価したりすることができる。

カ 文化間移動や家族の状況を、グローバル化や歴史的背景、社会制度の変化等に関連付けて
理解することができる。

【育む力】 
ケ 外国人児童生徒等の受け入れ体制・指導体制に応じて、指導・支援を行うことができる。
コ 第二言語習得や教育方法に関する知識を踏まえ、子どもの年齢的な発達の違いを考慮した
日本語や教科の指導・支援をすることができる。

ス 子どもの日本語の力を考慮して教材等を選んだり作成したりしてリソースを準備し、学習
参加を促すことができる。

ソ 子どもが新しい環境に適応することを支援できる。

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

31 

カリキュラムの決定

１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

回 内容項目（・項目） 活動 参考資料 

１ Ｂ 外国人児童生徒等教

育の背景・現状・施策

・「日本語指導が必要な
児童生徒の受入状況等
に関する調査」（B） 

・在留外国人統計（B）
・来日の社会的歴史的背
景（B）

・当該自治体の多文化
化状況（B）

１ 講義：外国人児童生徒等の現状と

背景について以下の内容について理

解を深める。（30分） 

1）「外国人児童生徒等」について呼称
からその多様性を知る。国籍・言語・
文化などで単純に分類できないことを
理解し、来日の社会的歴史的背景を知
る。 
2）文科省統計から、地域によって外
国人児童生徒等の在籍状況が異なるこ
とを知る。

・法務省「在留外
国人統計」 

・文部科学省「日

Ｄ 文化適応 

・多文化共生教育（A）
・自己肯定感（D）
・ステレオタイプ、偏見、
差別（D） 

・母語・母文化とアイデ
ンティティ（E）

２ 事例研究：外国人児童生徒等の事

例（エピソード）から、文化適応につ

いて知る。（60分） 

1）少人数グループで各自異なるエピ
ソードを読み、他の 2人に紹介する。
2）各エピソードについて問題の要
因、解決のためにすべきことなどにつ
いて話し合う
3）2）のエピソードについてどのよう
な支援ができるか考える。 
・子どもに直接働きかけることは？周
囲の子どもたちに働きかけること
は？

・子ども達の適
応過程のエピソ
ードに関する文
献

授業・研修内容の選定（「内容構成」の○項目） 

○多文化共生教育（A）  ○外国人児童生徒等の現状と背景（B） ○地域の特性（B）
○文化接触（D） ○アイデンティティ（E）  ○母語と第二言語（E）
○子どもの言語発達（F） ○言語能力の捉え方（F）  ○言語能力の測定法（F）
○日本語のコース設計の手順（I）  ○日本語プログラム（I）

３ 

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｂ-

１
・
Ｂ—

２

４ 

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｄ-

３

本語指導が必
要な児童生徒
の受入れ状況
等に関する調
査」 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。
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として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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・実態把握（I）
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公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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アウトライン

実施者 大学の日本語教師養成プログラムの担当教員

目的 小学校の日本語教室での日本語教育の実習を通して、日本語教育や外国人児童生徒

等教育を専攻する学生の、子どもへの日本語指導・学習支援を行う力を向上させ、

自らの実践を省察する力を養う。 

対象 立場：日本語教育を専攻する大学生（副専攻を含む） 

外国人児童生徒教育・日本語指導経験：なし（または、ボランティア経験有） 

参加者数：4～8名 

資質・能力 

モデル

網掛け：高め

たい資質・能

力 

捉える力 
子どもの実態の把握 

社会的背景の理解 

育む力 
日本語・教科の力の育成 

異文化間能力の涵養 

つなぐ力 
学校づくり 

地域づくり 

変える／変わる力 
多文化共生社会の実現 

教師としての成長 

主な内容 Ｃ 学校の受け入れ体制  

Ｍ 現場における実践

Ｉ 日本語指導の計画と実施 

Ｎ 成長する教師 

形態／時間 講義型・フィールド型・活動型／ 5回  合計 7時間 30分 

モデルプログラム活用事例

No.3 日本語教育を専攻する大学生を対象とした小学校での教育実習 

大学で日本語教育を専攻しています。日本語教師になるつもりですが、今は地域

のボランティア活動で外国人の子どもの学習支援も行ってみたいです。将来のた

めにも、留学生の日本語教育とは異なる、子ども対象の教え方や生活のための日

本語指導の方法などを知りたいです。（日本語教師志望の大学生） 

私は、教育学部の学生で、将来は地元で教職につくことを希望しています。地元

の学校では外国人の子どもが増えていると聞き、いつか、子どもたちに日本語指

導を行えるようになりたいと思って、日本語教育について学んでいます。これま

では、座学のみで、実際に日本語指導を行ったことがないので、具体的なイメー

ジがまだもてずにいます。（教員を志望する大学生） 
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ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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地域や学校の状況 

・外国人散在地域（一部、集住地域）。日本語指導が必要な児童生徒数は増加傾向。
・教育委員会は、小中学校に日本語指導教員を加配、県立高等学校入学者選抜特別枠の設置。 
・地域の国際交流協会は、市町村教育委員会等に有償で支援員を紹介、派遣。
・市町村教育委員会は、外国人児童生徒が入学した際に、外部支援員を学校に派遣。
・支援・指導体制があるのは、限られた市町村のみ。制度のある市町村においても、指導時
間の上限に違いがあるなど、地域間に格差がある。

対象者の専門性・経験 

・学生は、日本語教育の理論と方法、外国人児童生徒等教育に関する一定の知識を持っている。 
・外国人児童生徒と学校生活を過ごしたことのある者もあるが、日本語指導がどのように行わ
れているかの実際を知っている学生は少ない。

・受け入れ側の学校は日本語指導センター校であり、担当教員は最低数年間の日本語指導経験
がある。ただし、現場での担当教員の交代が頻繁である。
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目標：学校現場における外国人児童生徒等の受け入れ体制、また日本語指導、内容と日本語の

統合学習（JSL カリキュラム）等の指導方法について学び、外国人児童生徒等の実情に応じて

適切な日本語指導、学習支援を行うことができる。また、そこで得た教育実践の成果を、理論

と実践の往還として省察できるようになる。 

目標とする資質 

【捉える力】 
ア 子どものシグナルを見逃さず、文化間移動と発達の視点をもってその困難さを理解するこ

とができる。
ウ 子どものことばの力を、日本語と母語の両言語を視野に入れ、言語能力の多面性に留意し
て測定したり評価したりすることができる。

【育む力】 
コ 第二言語習得や教育方法に関する知識を踏まえ、子どもの年齢的な発達の違いを考慮した
日本語や教科の指導・支援をすることができる。

タ 子どもの母語、母文化、アイデンティティを尊重し、学級・学校・地域における社会参加
を促すことができる。

【変える／変わる力】 
フ 外国人児童生徒等の教育を通して、自身のものの見方を批判的に問い直すことができる。
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に
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自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 
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る資質・能力
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修の内容の
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ラムの決定

５．実施

４ Ｍ 現場における実
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・現場での実践
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・実施した授業の振
り返り（M）

教育実習「小学校の日本語教室で日本

語を教える」（90分） 

1) 日本語指導の目標、ねらいを参加
者相互で確認する

2) 授業者が指導案に沿って日本語学
級での授業を行う

3) 授業の流れ、学習活動、学習支援
について、授業者と観察者が気づい
た点を発表し、日本語指導担当者か
ら意見、感想を聞く

4) 講師による講評。授業者、観察者
が今回の実習を将来の教育実践に結
びつけていけるよう指導する

５ Ｍ 現場における実
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・実施した授業の振
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Ｎ 成長する教師 

事後指導「自らの教育実践をふりかえ

り省察する」（90分） 

1) 教育実習の様子とそこで得た成果
をパワーポイントで発表する

2) 他の実習生の教育実習の様子を知
ることで各々の気づきを共有する

3) 後日、教育実習のふりかえりとし
て、実習の成果と反省点をレポート
にまとめ、提出する

成果と課題 

地元の小学校の日本語教室で外国人児童に対する日本語指導を行った。今回、はじめて外国
人児童を前に取り出し指導、入り込み指導の経験をし、最初は子どもたちとの人間関係を築
くのに苦労したが、回数を重ねるごとにかれらの日本語学習や適応上の問題を実感すること
ができるようになった。ただ、現時点では個々の実態に応じた指導、支援を行うだけの知
識、スキルが身についていない。今後、大学の授業で日本語教育について理論的、実践的な
学びをさらに深め、指導力を高めていく必要がある。
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の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を
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関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと
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養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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2) 他の実習生の教育実習の様子を知
ることで各々の気づきを共有する

3) 後日、教育実習のふりかえりとし
て、実習の成果と反省点をレポート
にまとめ、提出する

成果と課題 

地元の小学校の日本語教室で外国人児童に対する日本語指導を行った。今回、はじめて外国
人児童を前に取り出し指導、入り込み指導の経験をし、最初は子どもたちとの人間関係を築
くのに苦労したが、回数を重ねるごとにかれらの日本語学習や適応上の問題を実感すること
ができるようになった。ただ、現時点では個々の実態に応じた指導、支援を行うだけの知
識、スキルが身についていない。今後、大学の授業で日本語教育について理論的、実践的な
学びをさらに深め、指導力を高めていく必要がある。
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アウトライン

実施者 ○○市立△△中学校 校内研究推進委員会

目的 外国人児童生徒等が置かれた状況を理解し、かれらが直面している困難を全教職員で

共有したうえで、その学校生活を支えるための支援体制を作る。生徒の日本語の力の

捉え方について学び、在籍学級の指導でも支援ができる力を養う。 

対象 立場： 日本語指導担当教員、現職一般教員、管理職 

外国人児童生徒教育・日本語指導経験：0～5年  

参加者数： 30人 

資質・能力 

モデル

網掛け：高め

たい資質・能

力 

捉える力 
子どもの実態の把握 

社会的背景の理解 

育む力 
日本語・教科の力の育成 

異文化間能力の涵養 

つなぐ力 
学校づくり 

地域づくり 

変える／変わる力 
多文化共生社会の実現 

教師としての成長 

主な内容 Ａ 外国人児童生徒等教育の課題    Ｆ 言語と認知の発達 

Ｉ 日本語指導の計画と実施    Ｊ 在籍学級での学習支援  

Ｋ 社会参加とキャリア教育    Ｍ 現場における実践  

形態／時間 講義型・活動型（事例報告・活動設計） 150分×1回 

 合計 2時間 30分 

 

モデルプログラム活用事例

No.4 校内研修として全教職員が参加する研修 

2カ月前、日本語が話せない生徒

が編入してきましたが、私は体育

担当なので授業以外での接点はあ

りません。体育の授業では、生徒

は見様見真似で何とかやっていま

す。ただ、担任の先生は大変だと

思います。何か協力できることが

あればと思うのですが、国語や英

語が専門じゃないのでどうして良

いかわからず……。（教科担任） 

私のクラスに、学力の低い外

国人生徒はいますが、日本の

小学校を卒業していますし、

ことばの問題はありません。

本人は「勉強は嫌いだから中

学を卒業したら働く」といっ

ています。保護者があまり教

育に関心を持っていないよう

で、これから進路選択につい

てどう話をしたらいいのか、

少し心配です。（学級担任） 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

地域や学校の状況 

・散在地域にある中学校。市内中学校では唯一の日本語指導教室設置校。
・指導経験のある支援員、小学校の担当教員が同じ地域にいるが、情報交流の場はない。
・初期指導が必要なレベルの生徒は学校全体で 5～6人程度で推移。
・教育委員会は、初期指導が必要な児童生徒に日本語指導員を派遣（子どもの母語が話せる
指導員もいる）。

・学校では、市教委から派遣される指導員による日本語初期指導と、教員による教科の補習
を実施。そのコーディネートを日本語指導担当教員が行う。

対象者の専門性・経験 

・散在地域のため、教員歴の長短に関わらず、外国人生徒と接した経験を持つ教員は少ない。
・校内に外国人児童生徒等教育に関する基本的な情報を持つ教員が少なく、これまでの指導の
蓄積もほぼない。

・支援員との交流機会が乏しい。

１ 

２ 

深めることができる。また、学年・教科担当者等のグループで、生徒の具体的な姿から学習
参加を促すための働きかけについて検討することを通して、生徒の課題、支援の考え方を
共有するとともに、教員各自が担当している授業で支援ができるようになる。

目標とする資質 

【捉える力】 
ア 子どものシグナルを見逃さず、文化間移動と発達の視点をもってその困難さを理解するこ

とができる。
キ 子どもの暮らしを、地域の多文化化や外国人住民支援の状況に関連付けて把握することが
できる。

【育む力】 
ケ 外国人児童生徒等の受け入れ体制・指導体制に応じて、指導・支援を行うことができる。 
タ 子どもの母語、母文化、アイデンティティを尊重し、学級・学校・地域における社会参加
を促すことができる。

【つなぐ力】 
ナ 地域の支援活動団体等、学校外の様々な関係者と連携し、支援体制を構築することができる。

目標：校内の外国人生徒の事例報告、講義を通して、その生活・学習上の困難について理解を
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本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

地域や学校の状況 

・散在地域にある中学校。市内中学校では唯一の日本語指導教室設置校。
・指導経験のある支援員、小学校の担当教員が同じ地域にいるが、情報交流の場はない。
・初期指導が必要なレベルの生徒は学校全体で 5～6人程度で推移。
・教育委員会は、初期指導が必要な児童生徒に日本語指導員を派遣（子どもの母語が話せる
指導員もいる）。

・学校では、市教委から派遣される指導員による日本語初期指導と、教員による教科の補習
を実施。そのコーディネートを日本語指導担当教員が行う。

対象者の専門性・経験 

・散在地域のため、教員歴の長短に関わらず、外国人生徒と接した経験を持つ教員は少ない。
・校内に外国人児童生徒等教育に関する基本的な情報を持つ教員が少なく、これまでの指導の
蓄積もほぼない。

・支援員との交流機会が乏しい。

１ 

２ 

深めることができる。また、学年・教科担当者等のグループで、生徒の具体的な姿から学習
参加を促すための働きかけについて検討することを通して、生徒の課題、支援の考え方を
共有するとともに、教員各自が担当している授業で支援ができるようになる。

目標とする資質 

【捉える力】 
ア 子どものシグナルを見逃さず、文化間移動と発達の視点をもってその困難さを理解するこ

とができる。
キ 子どもの暮らしを、地域の多文化化や外国人住民支援の状況に関連付けて把握することが
できる。

【育む力】 
ケ 外国人児童生徒等の受け入れ体制・指導体制に応じて、指導・支援を行うことができる。 
タ 子どもの母語、母文化、アイデンティティを尊重し、学級・学校・地域における社会参加
を促すことができる。

【つなぐ力】 
ナ 地域の支援活動団体等、学校外の様々な関係者と連携し、支援体制を構築することができる。

目標：校内の外国人生徒の事例報告、講義を通して、その生活・学習上の困難について理解を

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

39 

カリキュラムの決定

１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

内容項目（・項目） 活動 参考資料 

Ｍ 現場における実践 

・校内の指導体制（C） 
・地域の外国人支援の
状況（L）

・対象児童生徒等の多
様性の理解（M）

・サバイバル、日本語基
礎、技能別日本語（I） 

１ 事例報告（30分） 

1) 研修趣旨の共通理解
在籍する外国人生徒及び研修主旨の確認
2) 日本語支援員からの報告

深める 
・支援を受けている生徒の様子
・生徒が感じている困難
・日本語指導の実際

・地域の外国人支
援団体のパンフ
レット等

Ａ 外国人児童生徒教

育の課題 

・成長・発達の視点、社
会参加と自己実現
（A）

・認知面の支えとして
の母語（E）

・ロールモデル、進路指
導、外国人生徒等対
象の特別入試、特別
措置（K） 

・生活言語能力と学習
言語能力、「DLA」（F） 

・自己肯定感（D）

２ 講義「外国人生徒等教育の考え方」（45

分） 

外国人生徒等教育について以下のような 
内容を理解する 
・これまでの生活・学習経験を活かした指
導が必要であること

・中学卒業後のキャリアを視野に入れた
長期的視点での指導を考える必要があ
ること

・第二言語で教科学習に参加する困難と
その影響

・日本語力測定ツール「DLA」の存在

・文部科学省「外
国人児童生徒
のための JSL
対話型アセス
メント DLA」
JSL評価参照枠

授業・研修内容の選定（内容項目：○項目） 

〇文化間移動とライフコース（A）  〇子どもの言語発達、言語能力の捉え方（F） 
〇日本語プログラム、指導計画の作成（I）  
〇学習参加のための支援、学習環境づくり（J） 
〇地域、専門家との連携・協力（L）  〇現場での実践（M） 

３ 

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｌ-

３

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ａ-

１

４ 

当該校での日本語支援に関して理解を
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能
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年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに
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⇒ 事後、担当者が集約し校内で共有する

成果と課題 

学年単位で活動したことで、具体的な生徒像をイメージしながら研修に参加することができ
た。また、在籍学級での支援について、その意義と方法を共有することができた。こうした
場を設けて教職員が外国人児童生徒等教育に関する基本情報を共有し、日本語力の見取りや
支援の考え方を共有することで、教科部会・学年部会でも同じ視点を持って外国人生徒につ
いて話し合いができるようになることが期待される。ただし、今後、学校の状況にあわせて
支援体制を改善、維持していくためには、この研修形態を基本として必要な内容を検討しつ
つ、研修を継続していく必要がある。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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実施者 ○○市教育委員会（企画者：担当指導主事）

目的 日本語指導が必要な児童生徒を取り巻く状況や環境を把握した上で、学校における受

入体制の実情と課題を理解し、外国人児童生徒等の受入および学校内外の連携による

支援体制の構築を積極的に行える態度と姿勢を身につける。また、担当教員として日

本語指導のプログラムを理解し、個別の指導計画を立てられるようになる。 

対象 立場：現職日本語指導担当教員 

外国人児童生徒教育・日本語指導経験：1年目 

参加者数：10～15名 

資質・能力 

モデル

網掛け：高め

たい資質・能

力 

捉える力 
子どもの実態の把握 

社会的背景の理解 

育む力 
日本語・教科の力の育成 

異文化間能力の涵養 

つなぐ力 
学校づくり 

地域づくり 

変える／変わる力 
多文化共生社会の実現 

教師としての成長 

主な内容 Ａ 外国人児童生徒等教育の課題 Ｃ 学校の受け入れ体制  

Ｆ 言語と認知の発達  Ｈ 子どもの日本語教育の理論と方法 

Ｉ 日本語指導の計画と実施  

形態／時間 講義型・活動型    150分×1回    合計 2時間 30分 

 

モデルプログラム活用事例

No.5 担当経験の短い教員対象の研修 

今後、外国人児童生徒が増

えることが予想されるの

で、教育委員会としても支

援体制を整備していきたい

と思っています。まずは、

研修をきっかけに教員同士

で情報交換をしたり、支え

合ったりできる関係をつく

る機会をと思っています。

（担当指導主事）

今学期から日本語指導担当になりまし

た。これまで日本語が通じない子ども

に接したことはありません。昨年担当

していた先生は異動になってしまった

し、指導について何の情報も残ってい

ません。明日の授業をどうするかだけ

で精一杯の 1学期でした。担当者とし

てもっとやるべきことがあることはわ

かるのですが、具体的に何をどうして

よいのか……。（日本語指導担当教員）
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この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資
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容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に
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修の内容の

選定
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ラムの決定
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地域や学校の状況 

・地域は散在地域。
・市内の日本語指導が必要な児童生徒の在籍校は増加傾向だが、特定の学校に集まることはな
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・少数ではあるが、市内及び近隣市に複数年日本語担当を続けている教員や支援員がいる。
・日本語指導が必要な児童生徒が編入すると、市教委から国際交流協会を通して母語支援員が
派遣される。 

対象者の専門性・経験 

・日本語指導担当教員が頻繁に交代し、初めて担当する教員が多い。
・比較的教員経験の短い担当者が多い。
・学校・地域に外国人児童生徒等の指導に関するノウハウや情報の蓄積が難しい。
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目標：新しく担当となった教員が、日本語の指導計画の作成について学び、児童の実態に合わ
せた指導計画を立てることができるようになる。また、その演習を通して「日本語指導担当教
員」の役割を理解し、他校の教員と連携しながら取り組むことができるようになる。 
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１ 

２ 

目標：新しく担当となった教員が、日本語の指導計画の作成について学び、児童の実態に合わ
せた指導計画を立てることができるようになる。また、その演習を通して「日本語指導担当教
員」の役割を理解し、他校の教員と連携しながら取り組むことができるようになる。 

目標とする資質 

【捉える力】 
ア 子どものシグナルを見逃さず、文化間移動と発達の視点をもってその困難さを理解するこ
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キ 子どもの暮らしを、地域の多文化化や外国人住民支援の状況に関連付けて把握することが
できる。

【育む力】 
シ 子どものニーズ、能力、学習経験に応じて個別の指導計画を作成し、日本語指導等を実施
し、評価を行うことができる。

セ 学校内外の生活・学習に結び付けて、日本語や教科の指導・支援、日本語と教科を統合し
た指導・支援をすることができる。

【つなぐ力】 
ナ 地域の支援活動団体等、学校外の様々な関係者と連携し、支援体制を構築することができ
る。
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カリキュラムの決定

１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

内容項目（・項目） 活動 資料 

Ｃ 学校の受け入れ体

制 

・当該自治体の多文化
化状況（B）

・日本語学級の設置、
日本語指導員・母語
支援員の派遣（C）

１ 当該地域における外国人児童生徒等教

育の状況、支援体制および期待される担

当教員の役割について担当指導主事より

説明（20分） 

・外国人児童生徒支援の法的根拠
・受入れの流れ及び外国人児童生徒支援の
体制

・地域の外国人支援、リソースについて

・文部科学省
「外国人児童
生徒受入れ
の手引（改訂
版）」

Ａ 外国人児童生徒等

教育の課題 

・成長・発達の視点（A） 
・「特別の教育課程」と
しての日本語指導（B） 

・母語・母文化とアイデ
ンティティ（E）

・ことばと思考、生活言
語能力と学習言語能
力（F） 

２ 講義１「日本の学校で学ぶ外国人児童生

徒等の課題」（25分） 

以下の点について講義を通して理解する 

・ことばの力の捉え方

・第二言語の習得のプロセス

・第二言語で学ぶことの困難さ

・支援における長期的視点の必要性

・母語・母文化の重要性と心理的サポート

の必要性

・「特別の教育課程」による日本語指導の意  

義 

・文部科学省
「外国人児童
生徒受入れ
の手引（改
訂版）」

Ｉ 日本語指導の計画

と実施 

・「特別の教育課程」と
しての日本語指導（B）

３ 講義２「個別の指導計画と日本語指導の

プログラム」（40分） 

「特別の教育課程」に関する資料のうち当
該自治体の個別の指導計画書式を参照しな 

・当該自治体の

個別の指導計

画書式

授業・研修内容の選定（内容項目：○項目） 

○文化間移動とライフコース（A）
○外国人児童生徒等の現状と背景、地域の特性（B）
○自治体の指導体制、校内の指導体制（C）
○言語能力の捉え方、言語能力の測定法（F）
〇日本語のコース設計の手順、日本語プログラム、指導計画の作成（I）

３ 
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グ
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ム
Ｃ—
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

・言語テストの結果の
活用、言語能力測定
ツール「DLA」（F）

・実態把握（I）
・サバイバル、日本語
基礎、技能別日本
語、内容と日本語の
統合学習（I）

・日本語プログラムの
組み合わせ（I）

がら、以下の点について理解を深める 
・日本語指導における実態把握の重要性
・実態把握：確認する内容と方法、支援員
等との連携の必要性

・「ＤＬＡ」 等による日本語力の測定と
結果の活用

・日本語指導の 5 つのプログラムの概要
・プログラムの組み合わせ
・指導計画作成の手順

・文部科学省ポ
ータルサイト
かすたねっと
「個別の指導
計画」作成参
考資料①～④

・文部科学省
「外国人児童
生徒受入れの
手引（改訂
版）」

Ｉ 日本語指導の計画

と実施

・年間指導計画の作成

（I）

・教材の作成、学習参加

のための支援（H） 

４ 活動「児童生徒の実態把握と指導計画」

（45分） 

1）講義２に基づき、担当している児童生
徒の個別の指導計画を立ててみる

2）グループに分かれ、疑問点などを話し
合う

3）疑問点等について指導主事または経験
のある担当者からコメント

・地域の個別の
指導計画書式

Ｎ 成長する教師 ５ まとめ（20分） 

・グループで本研修での学びについて話し
合う。また、各校の日本語指導の体制や
日本語指導担当教員の役割について意見
交換を行い、ネットワークを作る

・アンケート記入

成果と課題 

初めて日本語指導担当となった教員にとっては、他校の担当教員とのネットワークを作る
ことができたことは有意義であった。グループワークの時間を設けることで不安や疑問を
率直に話し合うことができるが、指導に生かしていくためには経験のある教員他からのアド
バイスも必要である。本研修では、「個別の指導計画」について知ることで、担当者が役割
の全体像を捉えられるようになることを目指している。日本語指導や日本語能力測定等に
ついての詳細・方法は改めて研修を実施することが望ましい。 

５ 

４ 
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結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

・言語テストの結果の
活用、言語能力測定
ツール「DLA」（F）

・実態把握（I）
・サバイバル、日本語
基礎、技能別日本
語、内容と日本語の
統合学習（I）

・日本語プログラムの
組み合わせ（I）

がら、以下の点について理解を深める 
・日本語指導における実態把握の重要性
・実態把握：確認する内容と方法、支援員
等との連携の必要性

・「ＤＬＡ」 等による日本語力の測定と
結果の活用

・日本語指導の 5 つのプログラムの概要
・プログラムの組み合わせ
・指導計画作成の手順

・文部科学省ポ
ータルサイト
かすたねっと
「個別の指導
計画」作成参
考資料①～④

・文部科学省
「外国人児童
生徒受入れの
手引（改訂
版）」

Ｉ 日本語指導の計画

と実施

・年間指導計画の作成

（I）

・教材の作成、学習参加

のための支援（H） 

４ 活動「児童生徒の実態把握と指導計画」

（45分） 

1）講義２に基づき、担当している児童生
徒の個別の指導計画を立ててみる

2）グループに分かれ、疑問点などを話し
合う

3）疑問点等について指導主事または経験
のある担当者からコメント

・地域の個別の
指導計画書式

Ｎ 成長する教師 ５ まとめ（20分） 

・グループで本研修での学びについて話し
合う。また、各校の日本語指導の体制や
日本語指導担当教員の役割について意見
交換を行い、ネットワークを作る

・アンケート記入

成果と課題 

初めて日本語指導担当となった教員にとっては、他校の担当教員とのネットワークを作る
ことができたことは有意義であった。グループワークの時間を設けることで不安や疑問を
率直に話し合うことができるが、指導に生かしていくためには経験のある教員他からのアド
バイスも必要である。本研修では、「個別の指導計画」について知ることで、担当者が役割
の全体像を捉えられるようになることを目指している。日本語指導や日本語能力測定等に
ついての詳細・方法は改めて研修を実施することが望ましい。 

５ 

４ 

5 

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｉ-

１
・
Ｉ-

６

 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

45 

アウトライン

実施者 ○○県教育委員会（企画者：担当指導主事）

目的 日本語指導や外国人児童生徒教育について経験的に得た知識・技能を、モデルプログ

ラムの資質・能力モデル等に照らして客体化して捉え、日本語や教科の指導力のさら

なる向上を意識するよう促す。また、リーダーとして地域や所属校において指導内

容や方法の改善に取り組んだり、地域の他の担当者とのネットワークによって学習

環境を整備したりすることを、自身の役割として認識できるようにする。

対象 立場：現職の日本語指導担当教員 

外国人児童生徒教育・日本語指導経験：5年以上 

参加者数：10名 

資質・能力 

モデル

網掛け：高め

たい資質・能

力 

捉える力 
子どもの実態の把握 

社会的背景の理解 

育む力 
日本語・教科の力の育成 

異文化間能力の涵養 

つなぐ力 
学校づくり 

地域づくり 

変える／変わる力 
多文化共生社会の実現 

教師としての成長 

主な内容 Ｃ 学校の受け入れ体制 Ｉ 日本語指導の計画と実施   Ｎ 成長する教師  

形態／時間 講義型・活動型（事例分析、実践事例の報告）：90分×2回   計 3時間 

モデルプログラム活用事例

No.6 日本語指導のリーダーを養成する研修 

担当教員からよく相談を受け

るのですが、むしろ教員間で

経験を伝え、情報を共有して

学び合えるようになるとよい

のですが…。何が資質・能力

として必要かを学んで、メン

ターあるいはリーダーとし

て、後輩担当者の指導に役立

ててほしいと思います。 

（指導主事） 

5年の経験で、試行錯誤しながら

も日本語指導については一通りで

きるようになりました。でも、こ

れでいいのかと不安があるし、教

科と日本語の統合学習の授業に関

しては、他の先生方の取り組みか

ら学びたいと思っています。他の

方の実践を知る機会がなかなかな

いので。（経験の長い日本語指導

担当教員） 
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生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

地域や学校の状況 

・集住地域では外国人児童生徒等が多く、一部地域では、エスニック・コミュニティがある。
県全体としては、子どもたちの言語・文化的背景は多様である。

・30%以上の小中学校に日本語指導担当の加配があり、複数配置校も複数ある。
・教育委員会からは、子どもの母語ができる支援者や日本語支援員の派遣がある。
・学校間で多文化共生・外国人児童生徒教育に対する取り組み・体制には大きな違いがある。
・地域には支援活動をする団体が複数あり、放課後にその教室に通う子どもも少なくない。

担当者の専門性・経験 

・日本語指導担当教員が頻繁に変わり、新規担当者は、何もかもわからない状態から始めている。
一方で、5 年以上の経験をもつ者も一定数存在し、かれらからは教科学習支援が課題に挙がる。 

・在籍学級担任には日本語指導担当教員に任せておけばよいとする教員がいまだに多く、学校全
体での意識改革や取り組みには、日本語指導担当教員が働きかける必要がある。

・日本語指導担当教員対象の研修が年に 5回あり、初めて担当することになった教員の初任研修
と、経験の長い教員対象のリーダー研修（本事例）に分けて開催されている。

１ 

２ 

目標：「JSL カリキュラム」の授業事例の読み解きと相互の実践報告の活動を通して、授業の
設計や支援について力量を高めるとともに、モデルプログラムの「資質・能力モデル」に照ら
して自身の成長と課題を捉えた上で、リーダーとしてこの地域の外国人児童生徒等教育におい
てどのような役割を果たせるか具体的に検討することができる。 

目標とする資質 

【育む力】 
コ 第二言語習得や教育方法に関する知識を踏まえ、子どもの年齢的な発達の違いを考慮した
日本語や教科の指導・支援をすることができる。

【つなぐ力】 
テ 外国人児童生徒等教育を学校の教育課題に位置づけ、学校全体で取り組むよう働きかける
ことができる。

ニ 学校が拠点となり、地域の様々な関係者と連携して、子どもの学習環境を豊かにすること
ができる。

【変える／変わる力】 
フ 外国人児童生徒等の教育を通して、自身のものの見方を批判的に問い直すことができる。
ホ 実践の質の向上のために、教師集団で経験を共有したり、相互に研修を行ったりすること
ができる。
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

地域や学校の状況 

・集住地域では外国人児童生徒等が多く、一部地域では、エスニック・コミュニティがある。
県全体としては、子どもたちの言語・文化的背景は多様である。

・30%以上の小中学校に日本語指導担当の加配があり、複数配置校も複数ある。
・教育委員会からは、子どもの母語ができる支援者や日本語支援員の派遣がある。
・学校間で多文化共生・外国人児童生徒教育に対する取り組み・体制には大きな違いがある。
・地域には支援活動をする団体が複数あり、放課後にその教室に通う子どもも少なくない。

担当者の専門性・経験 

・日本語指導担当教員が頻繁に変わり、新規担当者は、何もかもわからない状態から始めている。
一方で、5 年以上の経験をもつ者も一定数存在し、かれらからは教科学習支援が課題に挙がる。 

・在籍学級担任には日本語指導担当教員に任せておけばよいとする教員がいまだに多く、学校全
体での意識改革や取り組みには、日本語指導担当教員が働きかける必要がある。

・日本語指導担当教員対象の研修が年に 5回あり、初めて担当することになった教員の初任研修
と、経験の長い教員対象のリーダー研修（本事例）に分けて開催されている。

１ 

２ 

目標：「JSL カリキュラム」の授業事例の読み解きと相互の実践報告の活動を通して、授業の
設計や支援について力量を高めるとともに、モデルプログラムの「資質・能力モデル」に照ら
して自身の成長と課題を捉えた上で、リーダーとしてこの地域の外国人児童生徒等教育におい
てどのような役割を果たせるか具体的に検討することができる。 

目標とする資質 

【育む力】 
コ 第二言語習得や教育方法に関する知識を踏まえ、子どもの年齢的な発達の違いを考慮した
日本語や教科の指導・支援をすることができる。

【つなぐ力】 
テ 外国人児童生徒等教育を学校の教育課題に位置づけ、学校全体で取り組むよう働きかける
ことができる。

ニ 学校が拠点となり、地域の様々な関係者と連携して、子どもの学習環境を豊かにすること
ができる。

【変える／変わる力】 
フ 外国人児童生徒等の教育を通して、自身のものの見方を批判的に問い直すことができる。
ホ 実践の質の向上のために、教師集団で経験を共有したり、相互に研修を行ったりすること
ができる。
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カリキュラムの決定

１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

内容項目 

（・項目）

活動 参考資料 

１ Ｎ 成長する教

師 

・自己の変容（N） 
・日本語教育に
関わる専門性
（N）

・外国人児童生
徒等教育に関
わ る 専 門 性
（N）

１ 日本語指導担当者としての自己を客体化し、課

題を意識する（30分） 

1)自分の「子どもの日本語教育」に対する認
識を意識する

①子どもの日本語教育に関するビリーフのアン
ケートに回答する

②ペアで相違点などについて話し合い、自分の
前提となっている認識に気づく

2)日本語指導担当教員としての成長と課題を考
える

①「資質・能力モデル」の説明を聞く
②日本語指導担当者になってどのような力量を
形成したか、また何が課題か考える

・子どもの日本
語教育に関す
るビリーフの
アンケート
（浜田・齋藤
（2018）より） 
・本モデルプロ
グラムの「資
質・能力モデ
ル」

I 日本語指導の

計画と実施 

・内容と日本語
の 統 合 学 習
（H）

・「JSL カリキュ
ラム」（I）

２ 実践事例の読み解きを通して、内容と日本

語の統合学習「JSLカリキュラム」の計画と実

施方法について学び直す（50分） 

1)「JSL カリキュラム」の要点を確認する
2)問いを立て、グループで実践事例の読み解き
を行う。事例は 3件
・グループ（3－4 名）で１つ事例を選ぶ
・読み解きの結果を模造紙に記録する
3)読み解いた結果を発表し合う
・「問い」について読み解いたこと
・この実践事例を通して気づいたこと

・文部科学省
「学校教育に
おける JSL カ
リキュラム」
小学校編、中
学校編

・『外国人児童の
　「教科と日本語」
　シリーズ』（ス
　リーエーネット

ワ ーク）

授業・研修内容の選定（内容項目：○項目） 

〇校内の指導体制（C）           〇言語教育の考え方と方法（H） 
〇日本語指導プログラム、指導計画の作成（I）  
〇現場での実践、実施した授業の振り返り（M）  
〇省察的実践家、外国人児童生徒等教育の専門性の向上、教師としての成長（N） 

３ 

４ 

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｉ-

４

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｎ-

２
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

I 日本語指導の計画

と実施 

・「JSL カリキュラム」 
（I） 
・日本語教育に関わ
る専門性（N）

・条件に応じた指導
計画の作成（M）

・実践の共有（N） 

３ 次回の研修会までにどのような実践を行う

か予定を立てる(10分) 

1)読み解きから得た示唆を自身の授業にどう
生かすか考える

2)次回の研修までに、「JSL カリキュラム」を
実施し、その記録を持参することを知り、授
業についておおよその予定を立てる

・対象児童生徒 ・教科と単元 ・実施時期

・同上の
「JSL カリ
キュラム」
の設計や実
施方法に関
する部分

２ Ｍ 現場実践の実践 

・実施記録の作成と
振り返り、実施し
た授業の振り返り
（M）

１ 実施した授業を報告し合う（70 分） 

1)グループで自身の実践の報告をする
　上記の読み取りの観点・JSL カリキュラムの

要点を意識して、話し合う 
2)講師のコメント

Ｎ 成長する教師 

・校内連携（C）
・教師としての成長

(N)

２ 研修で学んだことを振り返り、リーダーと

しての役割について考える。（20分） 

1)第１回のアンケートの回答を見返し、改め
て自身の考え方の根拠を考える

2)本研修での学びを、所属校の同僚・新規担
当教員と共有する方法を検討する

成果と課題 

「JSL カリキュラム」の授業事例の読み解きを通して、相互の子ども観や授業観の違いに気づ
き、さらに、授業の改善点を実践で試すことやその実践を他者と共有することによって、力量
を高めることができた。また、ビリーフ調査の結果と資質・能力モデルをもとに、教師として
の変容や課題を意識できた。ただし、リーダーとしての役割を検討するには、校内の指導体制
や支援の仕組み等をテーマとしたほうがよさそうである。 
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実践の読み解き時の問い 

１）子どもたちは、この活動でどのように日本語を使っていたか。ど

のような力が育まれたと考えられるか。

２）それは、実践の記述のどこからわかるか。

３）そのような学びを生み出せたのは、

①活動にどのような工夫が合ったからか。

②教師の支援として何が効果的だったからか。

４）この実践からどのようなヒントが得られたか。
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来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

I 日本語指導の計画

と実施 

・「JSL カリキュラム」 
（I） 
・日本語教育に関わ
る専門性（N）

・条件に応じた指導
計画の作成（M）

・実践の共有（N） 

３ 次回の研修会までにどのような実践を行う

か予定を立てる(10分) 

1)読み解きから得た示唆を自身の授業にどう
生かすか考える

2)次回の研修までに、「JSL カリキュラム」を
実施し、その記録を持参することを知り、授
業についておおよその予定を立てる

・対象児童生徒 ・教科と単元 ・実施時期

・同上の
「JSL カリ
キュラム」
の設計や実
施方法に関
する部分

２ Ｍ 現場実践の実践 

・実施記録の作成と
振り返り、実施し
た授業の振り返り
（M）

１ 実施した授業を報告し合う（70 分） 

1)グループで自身の実践の報告をする
　上記の読み取りの観点・JSL カリキュラムの

要点を意識して、話し合う 
2)講師のコメント

Ｎ 成長する教師 

・校内連携（C）
・教師としての成長

(N)

２ 研修で学んだことを振り返り、リーダーと

しての役割について考える。（20分） 

1)第１回のアンケートの回答を見返し、改め
て自身の考え方の根拠を考える

2)本研修での学びを、所属校の同僚・新規担
当教員と共有する方法を検討する

成果と課題 

「JSL カリキュラム」の授業事例の読み解きを通して、相互の子ども観や授業観の違いに気づ
き、さらに、授業の改善点を実践で試すことやその実践を他者と共有することによって、力量
を高めることができた。また、ビリーフ調査の結果と資質・能力モデルをもとに、教師として
の変容や課題を意識できた。ただし、リーダーとしての役割を検討するには、校内の指導体制
や支援の仕組み等をテーマとしたほうがよさそうである。 

５ 

４ 

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｎ-
２

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｍ—

３

実践の読み解き時の問い 

１）子どもたちは、この活動でどのように日本語を使っていたか。ど

のような力が育まれたと考えられるか。

２）それは、実践の記述のどこからわかるか。

３）そのような学びを生み出せたのは、

①活動にどのような工夫が合ったからか。

②教師の支援として何が効果的だったからか。

４）この実践からどのようなヒントが得られたか。

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｉ-

４
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アウトライン

実施者 ○○市教育委員会（企画者：担当指導主事）

目的 子どもたちの実態を家庭や地域の状況・言語能力から把握し、教科学習の困難を考慮

して日本語指導・学習支援を行う力を養い、学校内外の異なる立場の者と協力して指

導・支援を行えるようなネットワークを作る。 

対象 立場：日本語支援員／母語支援員・現職日本語指導担当教員 

外国人児童生徒教育・日本語指導経験：1年目～5年  

参加者数：10～15名 

資質・能力 

モデル

網掛け：高め

たい資質・能

力 

捉える力 
子どもの実態の把握 

社会的背景の理解 

育む力 
日本語・教科の力の育成 

異文化間能力の涵養 

つなぐ力 
学校づくり 

地域づくり 

変える／変わる力 
多文化共生社会の実現 

教師としての成長 

主な内容 Ｂ 外国人児童生徒等教育の背景・現状・施策  Ｆ 言語と認知の発達  

Ｈ 子どもの日本語教育の理論と方法  Ｉ 日本語指導の計画と実施 

形態／時間 講義型・活動型（外国語体験活動、指導・支援に関するワークショップ） 

合計2時間

モデルプログラム活用事例

No.7 支援員と日本語担当教員を対象とする研修 

成人に日本語を教えたこと

はありますが、外国人児童

生徒について教えるのは初

めてで不安です。教科指導

など、私にできるの

か･･･、それに、担任の先

生と話し合う機会もな

く･･･（支援員）

10名弱の子どもに、巡回で日本語指導を

していますが、一人一人の日本語の力も

学力も異なり、どのように支援すれば良

いのか困ることも多いです。校内で相談

できる人がいるといいのですが･･･。言

語能力の捉え方や日本語指導の方法等を

学びたいのですが、機会がありません。

（日本語指導担当教員） 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

地域や学校の状況 

・地域は散在地域であり、日本語指導が必要な児童生徒数は増加傾向である。
・小中学校に日本語指導教員が加配され、県立高校入学者選抜特別枠が設置されている。
・地域の国際交流協会が市町村教育委員会等に有償支援員を紹介、または派遣している。
・市町村教育委員会は、当該児童生徒が入学した際に、外部支援員を学校に派遣している。
・支援指導体制があるのは、限られた市町村のみ。制度のある市町村においても、指導時間の
上限に違いがあるなど、地域間に格差がある。

担当教員や支援員／学生の専門性・経験 

・外国人児童生徒等が常に在籍しているわけではないため、経験・実績が積みにくい。
・日本語指導担当教員が頻繁に交代し、初めて担当する教員が多い。
・支援員は、成人対象の日本語教育経験があっても、子どもを指導した経験がほぼない。
・学校・地域に外国人児童生徒等の指導に関するノウハウや情報の蓄積が難しい。
・学校の中に、外国人児童生徒教育・日本語教育に関心をもつ教員が少ない。

１ 

２ 

の分析や内容と日本語の統合学習（JSL カリキュラム）の指導事例の読み解きを通して、
外国人児童生徒等の教科学習上の困難について理解を深め、子どもの学習参加を促すため
の指導・支援方法を具体的に検討し、計画を立てて実施することができる。 

目標とする資質 
【捉える力】 
ウ 子どものことばの力を、日本語と母語の両言語を視野に入れ、言語能力の多面性に留意して
測定したり評価したりすることができる。

キ 子どもの暮らしを、地域の多文化化や外国人住民支援の状況に関連付けて把握することがで
きる。

【育む力】 
サ 日本語に関する知識を生かして、子どもの日本語の力に合わせた日本語や教科の指導・支援
をすることができる。

セ 学校内外の生活・学習に結び付けて、日本語や教科の指導・支援、日本語と教科を統合した指
導・支援をすることができる。

【つなぐ力】 
ニ 学校が拠点となり、地域の様々な関係者と連携して、子どもの学習環境を豊かにすることが
できる。

目標：地域の支援体制、言語能力の捉え方、個別の指導計画の立て方について学び、教科書
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2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

地域や学校の状況 

・地域は散在地域であり、日本語指導が必要な児童生徒数は増加傾向である。
・小中学校に日本語指導教員が加配され、県立高校入学者選抜特別枠が設置されている。
・地域の国際交流協会が市町村教育委員会等に有償支援員を紹介、または派遣している。
・市町村教育委員会は、当該児童生徒が入学した際に、外部支援員を学校に派遣している。
・支援指導体制があるのは、限られた市町村のみ。制度のある市町村においても、指導時間の
上限に違いがあるなど、地域間に格差がある。

担当教員や支援員／学生の専門性・経験 

・外国人児童生徒等が常に在籍しているわけではないため、経験・実績が積みにくい。
・日本語指導担当教員が頻繁に交代し、初めて担当する教員が多い。
・支援員は、成人対象の日本語教育経験があっても、子どもを指導した経験がほぼない。
・学校・地域に外国人児童生徒等の指導に関するノウハウや情報の蓄積が難しい。
・学校の中に、外国人児童生徒教育・日本語教育に関心をもつ教員が少ない。

１ 

２ 

の分析や内容と日本語の統合学習（JSL カリキュラム）の指導事例の読み解きを通して、
外国人児童生徒等の教科学習上の困難について理解を深め、子どもの学習参加を促すため
の指導・支援方法を具体的に検討し、計画を立てて実施することができる。 

目標とする資質 
【捉える力】 
ウ 子どものことばの力を、日本語と母語の両言語を視野に入れ、言語能力の多面性に留意して
測定したり評価したりすることができる。

キ 子どもの暮らしを、地域の多文化化や外国人住民支援の状況に関連付けて把握することがで
きる。

【育む力】 
サ 日本語に関する知識を生かして、子どもの日本語の力に合わせた日本語や教科の指導・支援
をすることができる。

セ 学校内外の生活・学習に結び付けて、日本語や教科の指導・支援、日本語と教科を統合した指
導・支援をすることができる。

【つなぐ力】 
ニ 学校が拠点となり、地域の様々な関係者と連携して、子どもの学習環境を豊かにすることが
できる。

目標：地域の支援体制、言語能力の捉え方、個別の指導計画の立て方について学び、教科書
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カリキュラムの決定

１.養成・研修
の課題・目
的の明確化

２．目標とす
る資質・能力

の決定

３．授業・研
修の内容の

選定

４．カリキュ
ラムの決定

５．実施

内容項目（・項目） 活動 参考資料 

Ｂ 外国人児童生徒

等受け入れの現状

と施策  

・「特別の教育課程」
としての日本語指導   

  （B） 

・拠点校、日本語指導
員・母語支援員の派
遣（C）

・地域の外国人支援の
状況（L） 

１ 学校行政担当者からの説明「地域の外

国籍児童生徒の状況と地域の取組みにつ

いて」（10分） 

以下について情報を得て理解を深める 
・外国人児童生徒支援の法的根拠
・外国人児童生徒等に関わる最近のニュー
ス

・外国人児童生徒と特別支援
・学びのセーフティーネットなどについて
の情報

・各市町村の外
国人児童生徒
受入れに関す
るデータ

・法務省「在留外
国人統計」

・文部科学省「日
本語指導が必
要な児童生徒
の受入れ状況
等に関する調
査」

Ｆ 言語能力の把握 

・生活言語能力と学習
言語能力（F） 

・ 

２ 外国語体験（20分） 

1）外国語による授業を受ける体験をすること
で子どもたちの「教科の授業がわからな
い」状況を擬似的に体験する

2）体験して感じたこと・気づいたことを話し
合う 

3）講師から言語能力の捉え方について情報
を提供する

・文部科学省
「外国人児童
生徒のための
JSL 対話型ア
セスメント
DLA」

授業・研修内容の選定（内容項目：○項目） 

○外国人児童生徒等教育施策（B） ○自治体の指導体制（C）
○言語能力の捉え方（F） ○教材・教具の利用と作成、教科の指導（H）
○日本語のコース設計の手順、日本語プログラム、指導計画の作成（I）
○学習参加のための支援（J） ○地域・専門家との連携・協力（L）
○省察的実践家（N）

３ 

４ 

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｂ—

２

モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
Ｊ—

１

モデルプログラムでは、Ｊ（在籍学級での学習支援）で提案されていた「外国
語での学習体験」の活動を参考に、アレンジして実施した。

 自己の変容（N）
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2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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Ｉ 日本語指導の計

画と実施

・教科のことば（H)
・実態把握（I）
・教材の作成（リラ
イト教材等）（H）

３ ワークショップ１「教科学習上の困難」

（40分） 

教科書〈小 6算数〉を見ながら、子どもの困
難と必要な支援について検討する。 

1）困難点を把握する練習
2）支援方法について考える練習
※属性の異なる者（担当教員・支援員・母語
支援員・指導主事等）のグループで 

3）講師から支援の例を示す
リライト、日本語の構造、語彙の関係

・地域で使われ

ている小学校

６年生の算数

の教科書

Ｉ 日本語指導の計

画と実施 

・内容と日本語の統
合学習（「JSLカリ
キュラム」）（I）

・スキャフォールデ
ィング、フォーカ
ス・オン・フォーム
（J）

４ ワークショップ２「内容と日本語の統合学習」

（40 分） 

内容と日本語の統合学習「JSL カリキュラ
ム」の事例（小学 4 年生「理科」）※を読み
解きながら、支援方法について検討する。
1）事例※を読み取る（以下に注意を向け
て）

・子どもの学習上の課題と授業のデザイン
・子どもの参加の様子と教師の支援
2）事例についてグループ内で話し合う
・講師がグループの話し合いに加わる
3)グループでの話し合いの結果を話し合う
4)講師が話し合いの内容に即して整理する

・事例で取り扱
っている単元
が掲載されて
いる理科の教
科書

※『小学校 JSL
カリキュラム
「解説」』（ス
リーエーネッ
トワーク）

I 日本語の指導計画

の作成 

・年間指導計画の作成
（I）

まとめ：外国人児童生徒の状況把握と個別の

指導計画の立て方について (10分) 

※終了後アンケート記入

・文部科学省
CLARINET
「学校教育法
施行規則の一
部を改正する
省令等の施行
について」資
料

４ 

成果と課題 

日本語指導担当者と支援員が、それぞれが担当している児童・生徒について、日本語の課
題、生活適応上の問題について情報を交換し、子どもの言語能力に関する理論をもとに課題
を共有した上で、教科学習への参加を促す支援について検討できた。それによって、支援に
ついて新たな見方が得られ、具体的な指導方法を学ぶことができた。また、地域としての支
援のネットワーク化の重要性を改めて認識でき、連携のきっかけができた。ただし、継続的
に研究会や勉強会をもつことや、各学校の指導体制を充実させるためには一般教員や管理
職対象の研修の実施や、対象に応じた研修内容・方法の選択が必要である。 

５ 
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ル
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ム
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４
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ル
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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Ｉ 日本語指導の計

画と実施

・教科のことば（H)
・実態把握（I）
・教材の作成（リラ
イト教材等）（H）

３ ワークショップ１「教科学習上の困難」

（40分） 

教科書〈小 6算数〉を見ながら、子どもの困
難と必要な支援について検討する。 

1）困難点を把握する練習
2）支援方法について考える練習
※属性の異なる者（担当教員・支援員・母語
支援員・指導主事等）のグループで 

3）講師から支援の例を示す
リライト、日本語の構造、語彙の関係

・地域で使われ

ている小学校

６年生の算数

の教科書

Ｉ 日本語指導の計

画と実施 

・内容と日本語の統
合学習（「JSLカリ
キュラム」）（I）

・スキャフォールデ
ィング、フォーカ
ス・オン・フォーム
（J）

４ ワークショップ２「内容と日本語の統合学習」

（40 分） 

内容と日本語の統合学習「JSL カリキュラ
ム」の事例（小学 4 年生「理科」）※を読み
解きながら、支援方法について検討する。
1）事例※を読み取る（以下に注意を向け
て）

・子どもの学習上の課題と授業のデザイン
・子どもの参加の様子と教師の支援
2）事例についてグループ内で話し合う
・講師がグループの話し合いに加わる
3)グループでの話し合いの結果を話し合う
4)講師が話し合いの内容に即して整理する

・事例で取り扱
っている単元
が掲載されて
いる理科の教
科書

※『小学校 JSL
カリキュラム
「解説」』（ス
リーエーネッ
トワーク）

I 日本語の指導計画

の作成 

・年間指導計画の作成
（I）

まとめ：外国人児童生徒の状況把握と個別の

指導計画の立て方について (10分) 

※終了後アンケート記入

・文部科学省
CLARINET
「学校教育法
施行規則の一
部を改正する
省令等の施行
について」資
料

４ 

成果と課題 

日本語指導担当者と支援員が、それぞれが担当している児童・生徒について、日本語の課
題、生活適応上の問題について情報を交換し、子どもの言語能力に関する理論をもとに課題
を共有した上で、教科学習への参加を促す支援について検討できた。それによって、支援に
ついて新たな見方が得られ、具体的な指導方法を学ぶことができた。また、地域としての支
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資料１ モデルプログラム 

１．モデルプログラム一覧 
　本事業で開発したモデルプログラムの一覧が表 5 である。本書『ガイドブック』には、そのうちの 14
例を収録してある（収録の欄に○）。 掲載分以外のモデルプログラムは本事業Webサイトニットノット
ネットを参照のこと。

表 5 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修のための「モデルプログラム」50 

内容記号Ａ～N タイトル サブタイトル
活動 
タイプ

収
録 

1 Ａ-1 外国人児童生徒等教育の課題 外国人児童生徒教育のための基本的な考
え方 

講義型 ○ 

2 Ａ-2 外国人児童生徒等教育の課題 子どもたちの文化間移動とライフコース
（体験談を聞く） 

活動型 

3 B-1外国人児童生徒等教育の背景・現
状・施策

外国人児童生徒等数と地域・学校による
在籍状況の違い 

講義型 

4 B-2 外国人児童生徒等教育の背景・現
状・施策

外国人児童生徒等教育に関する施策 講義型 

5 B-3 外国人児童生徒等教育の背景・現
状・施策

社会的歴史的背景 講義型 ○ 

6 B-4 外国人児童生徒等教育の背景・現
状・課題

外国児童生徒等が在籍する学校・日本語
教室の実際 

フィー
ルド型
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10 D-1文化適応 異文化接触と適応 講義型 
11 D-2文化適応 異文化体験をする 活動型 
12 D-3文化適応 事例から学ぶ文化的多様性 活動型 ○ 
13 D-4文化適応 文化的差異とステレオタイプ 活動型 
14 Ｅ-1 母語・母文化・アイデンティティ 言語の発達とアイデンティティ 講義型 
15 Ｅ-2 母語・母文化・アイデンティティ 複言語環境とその影響 活動型 ○ 
16 Ｆ-1 言語と認知の発達 言語能力の把握 講義型 
17 Ｆ-2 言語と認知の発達 事例の分析 活動型 
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19 G-1 日本語の特徴 外国語として日本語を見る 講義型 ○ 
20 G-2 日本語の特徴 初期段階で取り扱う文型 活動型 
21 G-3 日本語の特徴 教科書の日本語を考える 活動型 
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2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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22 Ｈ-1 子どもの日本語教育の理論と方法 学習ニーズと教育の方法 活動型 ○ 

23 Ｈ-2 子どもの日本語教育の理論と方法 日本語の教科書を分析する 活動型 

24 Ｈ-3 子どもの日本語教育の理論と方法 言語活動のデザイン 講義型

25 Ｈ-4 子どもの日本語教育の理論と方法 教科の指導 活動型 
26 Ｈ-5 子どもの日本語教育の理論と方法 リライト教材の作成と活用 活動型 
27 Ｉ-1 日本語指導の計画と実施 「特別の教育課程」と個別の指導計画 講義型 
28 Ｉ-2 日本語指導の計画と実施 サバイバル日本語の授業設計 活動型 ○ 
29 Ｉ-3 日本語指導の計画と実施 基礎日本語の授業設計 活動型 
30 Ｉ-4 日本語指導の計画と実施 技能別日本語（読む）の授業設計 活動型 
31 Ｉ-5 日本語指導の計画と実施 内容（教科等）と日本語の統合学習

「JSL カリキュラム」の授業設計 
活動型 

32 Ｉ-6 日本語指導の計画と実施 学習指導案作成と模擬授業 活動型 
33 Ｉ-7 日本語指導の計画と実施 個別の指導計画と多様性への対応 活動型 
34 Ｊ-1 在籍学級での学習支援 外国語での学習体験 活動型 ○ 
35 Ｊ-2 在籍学級での学習支援 在籍学級における支援の実際（参観） フィー

ルド型
36 Ｊ-3 在籍学級での学習支援 学習参加を促す工夫 講義型 
37 Ｊ-4 在籍学級での学習支援 教科書の分析と支援方法 活動型 
38 Ｋ-1 社会参画とキャリア教育 社会参画とことばの力 講義型 ○ 
39 Ｋ-2 社会参画とキャリア教育 キャリア形成を支える活動づくり 活動型 
40 Ｌ-1 保護者・地域とのネットワーク 学校と地域の連携 講義型 
41 Ｌ-2 保護者・地域とのネットワーク 外国人保護者との関係づくり 活動型 

42 Ｌ-3 保護者・地域とのネットワーク ネットワークの実際 講義型 ○ 
43 Ｌ-4 保護者・地域とのネットワーク 広い範囲の支援ネットワーク 講義型 
44 M-1 現場における実践 支援を通して子どもの適応について知る 実習 
45 M-2 現場における実践 研究授業の参観と協議会（「JSL カリキ 

ュラム」に基づく授業の場合） 
フィー
ルド型

○ 

46 Ｍ-3 現場における実践 教育実習について（事前学習） 実習 

47 Ｍ-4 現場における実践 小学校の日本語教室での教育実習 実習 
48 N-1成長する教師 省察的実践家とは 講義型 
49 N-2成長する教師 外国人児童生徒等教育の専門性の向上 活動型 
50 N-3成長する教師 教師のキャリアにおける外国人児童生徒

等教育の経験の意味 
活動型 ○
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結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から
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は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 
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来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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22 Ｈ-1 子どもの日本語教育の理論と方法 学習ニーズと教育の方法 活動型 ○ 

23 Ｈ-2 子どもの日本語教育の理論と方法 日本語の教科書を分析する 活動型 

24 Ｈ-3 子どもの日本語教育の理論と方法 言語活動のデザイン 講義型

25 Ｈ-4 子どもの日本語教育の理論と方法 教科の指導 活動型 
26 Ｈ-5 子どもの日本語教育の理論と方法 リライト教材の作成と活用 活動型 
27 Ｉ-1 日本語指導の計画と実施 「特別の教育課程」と個別の指導計画 講義型 
28 Ｉ-2 日本語指導の計画と実施 サバイバル日本語の授業設計 活動型 ○ 
29 Ｉ-3 日本語指導の計画と実施 基礎日本語の授業設計 活動型 
30 Ｉ-4 日本語指導の計画と実施 技能別日本語（読む）の授業設計 活動型 
31 Ｉ-5 日本語指導の計画と実施 内容（教科等）と日本語の統合学習

「JSL カリキュラム」の授業設計 
活動型 

32 Ｉ-6 日本語指導の計画と実施 学習指導案作成と模擬授業 活動型 
33 Ｉ-7 日本語指導の計画と実施 個別の指導計画と多様性への対応 活動型 
34 Ｊ-1 在籍学級での学習支援 外国語での学習体験 活動型 ○ 
35 Ｊ-2 在籍学級での学習支援 在籍学級における支援の実際（参観） フィー

ルド型
36 Ｊ-3 在籍学級での学習支援 学習参加を促す工夫 講義型 
37 Ｊ-4 在籍学級での学習支援 教科書の分析と支援方法 活動型 
38 Ｋ-1 社会参画とキャリア教育 社会参画とことばの力 講義型 ○ 
39 Ｋ-2 社会参画とキャリア教育 キャリア形成を支える活動づくり 活動型 
40 Ｌ-1 保護者・地域とのネットワーク 学校と地域の連携 講義型 
41 Ｌ-2 保護者・地域とのネットワーク 外国人保護者との関係づくり 活動型 

42 Ｌ-3 保護者・地域とのネットワーク ネットワークの実際 講義型 ○ 
43 Ｌ-4 保護者・地域とのネットワーク 広い範囲の支援ネットワーク 講義型 
44 M-1 現場における実践 支援を通して子どもの適応について知る 実習 
45 M-2 現場における実践 研究授業の参観と協議会（「JSL カリキ 

ュラム」に基づく授業の場合） 
フィー
ルド型

○ 

46 Ｍ-3 現場における実践 教育実習について（事前学習） 実習 

47 Ｍ-4 現場における実践 小学校の日本語教室での教育実習 実習 
48 N-1成長する教師 省察的実践家とは 講義型 
49 N-2成長する教師 外国人児童生徒等教育の専門性の向上 活動型 
50 N-3成長する教師 教師のキャリアにおける外国人児童生徒

等教育の経験の意味 
活動型 ○
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２．モデルプログラム例 

モデルプログラム Ａ-１ 外国人児童生徒等教育の課題

－外国人児童生徒教育のための基本的な考え方－

ねらい 子どもの文化間移動による成長・発達上の問題、受け入れ側に求められ
る異文化間能力、そして、教育の公正性等に関して学び、外国人児童生
徒等教育・支援の基本的な考え方をもつことができる。 

対象 ☑教師を目指す学生（教員養成課程他）  ☑日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員 ☑現職一般教員 ☑管理職
☑指導主事 ☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

□経験なし  ☑1 年目  □2－4年  □5－9年  □10年以上

目的とする資質・能力 □捉える力（子どもの実態把握） ☑捉える力（社会的背景の理解）
□育む力（日本語・教科の力の育成） ☑育む力（異文化間能力の涵養） 
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） □変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） ☑変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ａ 外国人児童生徒等教育の課題 
活動形態 ☑講義型 □活動型 □フィールド型 □実習

時間 60 分 

流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 
1.「外国人児童生徒」の多様
　性を理解する。（15 分） 
・グローバル化と外国人児
童生徒等(A)

2.文化間移動によって生じ
　る子どもの困難やその教育
　的課題を知る。（20 分）
・文化間移動とライフコー
ス(A)

3.日本語教育と国語教育の
違いについて話し合う。

・日本語教育の位置付け(A)

4.外国人児童生徒等教育を

１.「外国人児童生徒等」に関する様々な呼称を知り、その多様性を知る。 
1）「外国籍児童生徒」「日本語指導が必要な児童生徒」「文化間移動を
する子ども」「JSLの児童」等、多様な呼称について、何に着目した
呼び方なのかを知り、次の点を理解する。 
・国籍、出身地、言語、文化等による単純化した捉え方はできない。
・社会のグローバル化に鑑み、外国人児童生徒等教育の重要性は高ま
る。

2）「日本語指導が必要な児童生徒」について文科省が示す定義を知る。 

２．学齢期の文化間移動に伴い、子どもが直面する課題について知る。 
1）外国人児童生徒等が、日本の学校で、あるいは社会生活をおくる上で
直面する課題・困難について、留学生や就労のために来日する成人の
場合との違いを想像し、次の 3 つの視点の重要性を理解する。 
「成長・発達」「アイデンティティ」「社会参加・自己実現」 

2）文化間移動によって生じやすい子どもたちの成長・発達の「非連続」
「分断」がもたらす課題を知る。

３．日本語教育と国語教育の違いを知り、日本語教育（日本語指導）の
必要性を理解する。 
検討すべき点：教育の「対象」「内容」「方法」「ゴール」 

４．外国人児童生徒等教育について、学校の教育上の位置づけ、受け入
れる側に求められる力・態度について理解する。 
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2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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学校の教育課題としてど
う位置づけるべきか検討
する。（25 分） 

・社会的正義、公正性(A)
・異文化間能力(A)

1）学校で外国人児童生徒等がどう位置づけられているかを知り、社会的
正義という視点から公教育が果たすべき役割を考える。 

2）児童生徒・教員が多様な文化に触れることの意義を考える。
日本人（日本語・日本文化保持者）とは異なる視点・価値観を知り、
文化・価値観を異にする人々と共に暮らすことの意義を考える。

備考 ・日本語教育の具体的な方法等を中心にする授業や研修で、前提として
扱う場合は、１、２から重要な内容を選択して 15 分ぐらいで実施して
もよい。

モデルプログラム Ｂ-３ 外国人児童生徒等の教育の背景・現状・施策

－社会的歴史的背景－ 

ねらい 外国人児童生徒等が増加し多様化していることと、その来日には社会的
歴史的な背景をもつケースが多いことを知る。 

対象 ☑教師を目指す学生（教員養成課程他）  ☑日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員 ☑現職一般教員 ☑管理職
☑指導主事 ☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

☑経験なし　　☑1 年目　　□2－4 年　　□5－9 年　　□10 年以上

目的とする資質・能力 ☑捉える力（子どもの実態把握） ☑捉える力（社会的背景の理解）
□育む力（日本語・教科の力の育成） □育む力（異文化間能力の涵養） 
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） □変える／変わる
力（共生社会の実現） □変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ｂ 外国人児童生徒等の教育の背景・現状・施策 
活動形態 ☑講義型 □活動型 □フィールド型 □実習

時間 60 分 
流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 

1.地域・学校が多文化化し
ている状況を知る。

（15分）

・外国人児童生徒等の現状

と背景（B）

2.外国人児童生徒等の来日
の経緯について知る。

（40分）

１.受講者同士の交流により学校内が多文化化していることに気づく。
1）外国人児童生徒と接した経験について話し合う。
2）在留外国人統計（法務省）、「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ
状況等」（文科省）のデータから国内のグローバル化、学級に言語文
化の異なる子どもたちが在籍することが「特別ではない」時代である
ことを理解する。 

◇集住地域のみに注目しがちであるが、散住地域にも集住地域とは異な
る課題があることにも触れるようにする。

２. 映像資料、出版物、統計等から、国内の外国人児童生徒等の来日の経
緯を知る。

1）90 年代からの外国人労働者の増加の背景を考え、理解する。
2）子どもたちが「本人の意思にかかわらず」来日していることを理解す
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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学校の教育課題としてど
う位置づけるべきか検討
する。（25 分） 

・社会的正義、公正性(A)
・異文化間能力(A)

1）学校で外国人児童生徒等がどう位置づけられているかを知り、社会的
正義という視点から公教育が果たすべき役割を考える。 

2）児童生徒・教員が多様な文化に触れることの意義を考える。
日本人（日本語・日本文化保持者）とは異なる視点・価値観を知り、
文化・価値観を異にする人々と共に暮らすことの意義を考える。

備考 ・日本語教育の具体的な方法等を中心にする授業や研修で、前提として
扱う場合は、１、２から重要な内容を選択して 15 分ぐらいで実施して
もよい。

モデルプログラム Ｂ-３ 外国人児童生徒等の教育の背景・現状・施策

－社会的歴史的背景－ 

ねらい 外国人児童生徒等が増加し多様化していることと、その来日には社会的
歴史的な背景をもつケースが多いことを知る。 

対象 ☑教師を目指す学生（教員養成課程他）  ☑日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員 ☑現職一般教員 ☑管理職
☑指導主事 ☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

☑経験なし　　☑1 年目　　□2－4 年　　□5－9 年　　□10 年以上

目的とする資質・能力 ☑捉える力（子どもの実態把握） ☑捉える力（社会的背景の理解）
□育む力（日本語・教科の力の育成） □育む力（異文化間能力の涵養） 
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） □変える／変わる
力（共生社会の実現） □変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ｂ 外国人児童生徒等の教育の背景・現状・施策 
活動形態 ☑講義型 □活動型 □フィールド型 □実習

時間 60 分 
流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 

1.地域・学校が多文化化し
ている状況を知る。

（15分）

・外国人児童生徒等の現状

と背景（B）

2.外国人児童生徒等の来日
の経緯について知る。

（40分）

１.受講者同士の交流により学校内が多文化化していることに気づく。
1）外国人児童生徒と接した経験について話し合う。
2）在留外国人統計（法務省）、「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ
状況等」（文科省）のデータから国内のグローバル化、学級に言語文
化の異なる子どもたちが在籍することが「特別ではない」時代である
ことを理解する。 

◇集住地域のみに注目しがちであるが、散住地域にも集住地域とは異な
る課題があることにも触れるようにする。

２. 映像資料、出版物、統計等から、国内の外国人児童生徒等の来日の経
緯を知る。

1）90 年代からの外国人労働者の増加の背景を考え、理解する。
2）子どもたちが「本人の意思にかかわらず」来日していることを理解す
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・外国人児童生徒等の現状

と背景（B）

・地域の特性（B）

・多文化共生教育（A）

3.日本にいる外国人児童生
徒等の背景について確認
する。（5 分）

る。同時にその移動に対する子どもの気持ち・ストレスを理解する。 
◇必要に応じて、出版物、映像資料などを活用し、「リアリティ」のあ
るものにする。

3）難民、中国帰国者、日系人、在日コリアンの来日の歴史的経緯につい
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備考 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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ア　加配教員が担当し、日本語学級が設置されている例。
  （教育委員会派遣の日本語指導員・母語支援員がいる）
イ　教員加配・日本語学級はなく、学校内で担当者を配置し、教育委
    員会等からの派遣日本語指導員を中心に取り出し指導をしている例。
ウ　学校外に初期の集中日本語教室があり、児童生徒が通級している
    例。初期指導終了後は、自校で教育委員会派遣の日本語指導員が取
    り出し・あるいは入り込み指導を行う。
エ　隣接の拠点校の担当教員が週に数回巡回で指導に来る例。学校内
    では、地域のボランティア支援員が入り込み支援を行う。
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質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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ア　加配教員が担当し、日本語学級が設置されている例。
  （教育委員会派遣の日本語指導員・母語支援員がいる）
イ　教員加配・日本語学級はなく、学校内で担当者を配置し、教育委
    員会等からの派遣日本語指導員を中心に取り出し指導をしている例。
ウ　学校外に初期の集中日本語教室があり、児童生徒が通級している
    例。初期指導終了後は、自校で教育委員会派遣の日本語指導員が取
    り出し・あるいは入り込み指導を行う。
エ　隣接の拠点校の担当教員が週に数回巡回で指導に来る例。学校内
    では、地域のボランティア支援員が入り込み支援を行う。
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☑つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） ☑変える／変わる力

（多文化共生社会の実現） □変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ｄ 文化適応  Ａ 外国人児童生徒等教育の課題 

活動形態 □講義型 ☑活動型 □フィールド型 □実習

時間 60 分 

流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 

1.課題の把握（30分）

・文化間移動とライフコー

ス（A）

・外国人児童生徒等の文化
（D）

2.事例研究（45分）

・自文化中心主義（D）

・子どもの文化適応（D）

3.解決方法の検討（15分）

・異文化の受容（D）

・自己肯定感（D）

・校内教職員・支援員の連

携（C）

１.文化間移動をする子どもが、来日後に直面する文化的差異による戸

惑いや困難を想像する。

1) 来日直後の外国人児童が違いに戸惑うであろうことを付箋に書き出

す。

アンさんはフィリピンから来た小学 4年生です。学校文化の違いで

どんなことに戸惑うと思いますか。 

2) それぞれが想像した事柄を、付箋を示しながら紹介する。

3) 付箋をグループ化し「想像される戸惑い」としてラベルを付ける。

２．外国人児童生徒等の事例（エピソード）から、文化適応について知

る。 

1) グループ内でそれぞれが異なるエピソードを読み他の 2人に紹介す

る。

エピソード例 A 忘れ物（学校に持ってくるもの）が多い

B 給食に食べたことがない料理が多く、食べられない 

C ピアスをつけてくる 

2) 各エピソードについて話し合う

・どうして問題が起きるのか（子どもの行動の背景にある文化を理解す

る）

・解決のためには、何をすればよいのか（自己の文化を捉え直す）

・子どもの年齢が異なる場合、エピソードの事態はどう変化するか

３．１の「想像される戸惑い」を軽減するために、教師・支援者とし

て、どのような支援・教育をするか話し合う。 

・子どもに直接働きかけることは？

・周囲の子どもたちに働きかけることは？

・教職員が共通理解をしておくべきことは？
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モデルプログラム Ｅ-２ 母語・母文化・アイデンティティ－複言語環境とその影響－

ねらい 複言語環境が及ぼす母語・母文化形成と家族関係への影響を理解し、文

化やアイデンティティの多元性（ハイブリッド性）を価値づけて、支援

方法を考えられるようになる。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 
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それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 
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2.DLA の考え方等について
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・生活言語能力と学習言語
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3.DLA の「はじめの一歩」
を体験する。（15 分）

4.4つの技能の中から 1つを
選んで、体験する。（35 分） 

5.DLA の結果を指導にどう
利用するか話し合う。（15
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・日本語のコース設計の手
順(I)

・外国人児童生徒等教育の
専門性の向上(N)

例）文字 ・教師が言った音を聞いて、文字を書かせる。
例）書く力 ・テーマを決めて、作文を書かせる。

2) 作成した表を見ながら、「滞日期間」「把握したい力」によって、どの
測定の方法が合うのか、また、どう測定すべきか話し合う。

２．DLAの考え方・実施方法について講義を聞き、次の点を理解する。 
・言語能力の三側面：会話の流暢さ、弁別的言語能力、学習言語能力
・測定する言語能力：潜在的な力を対話によって引き出す
・判定の方法：JSL評価参照枠により総体的に捉える
・実施の基本的なステップ

３．DLA の「はじめの一歩」を体験し、会話力と語彙の調査方法を理解
する。 

1) ペアで調査者と子ども役を決めて、DLA の（冊子又は web でダウン
ロード）「はじめの一歩」で示されている方法に従い会話と語彙の測
定を行う。
◇事前に実施方法の頁と診断シートの印刷、絵カード作成を課してお
く。

2) 体験してみて気づいたこと・感じたことについて、話し合う。

４．DLA「話す」「読む」「聞く」「書く」のいずれかを、ペアで実施する。 
◇事前に、DLA冊子の各技能の実施方法に関する部分と診断シートの
印刷、各技能の測定に必要なツールを印刷して持参するように伝え
る。
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できるか、また、その結果を指導にどう活かせるか考え、意見交換す
る。  

備考 DLA の冊子に実施方法の詳細が記載されており、指示に従えば実施でき
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対象 □教師を目指す学生（教員養成課程他）  ☑日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員 □現職一般教員（管理職含む） □管理職
□指導主事 ☑日本語支援員／母語支援員
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メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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2.DLA の考え方等について
知る。（10 分）

・生活言語能力と学習言語
能力(F)

3.DLA の「はじめの一歩」
を体験する。（15 分）

4.4つの技能の中から 1つを
選んで、体験する。（35 分） 

5.DLA の結果を指導にどう
利用するか話し合う。（15
分）

・日本語のコース設計の手
順(I)

・外国人児童生徒等教育の
専門性の向上(N)

例）文字 ・教師が言った音を聞いて、文字を書かせる。
例）書く力 ・テーマを決めて、作文を書かせる。

2) 作成した表を見ながら、「滞日期間」「把握したい力」によって、どの
測定の方法が合うのか、また、どう測定すべきか話し合う。

２．DLAの考え方・実施方法について講義を聞き、次の点を理解する。 
・言語能力の三側面：会話の流暢さ、弁別的言語能力、学習言語能力
・測定する言語能力：潜在的な力を対話によって引き出す
・判定の方法：JSL評価参照枠により総体的に捉える
・実施の基本的なステップ

３．DLA の「はじめの一歩」を体験し、会話力と語彙の調査方法を理解
する。 

1) ペアで調査者と子ども役を決めて、DLA の（冊子又は web でダウン
ロード）「はじめの一歩」で示されている方法に従い会話と語彙の測
定を行う。
◇事前に実施方法の頁と診断シートの印刷、絵カード作成を課してお
く。

2) 体験してみて気づいたこと・感じたことについて、話し合う。

４．DLA「話す」「読む」「聞く」「書く」のいずれかを、ペアで実施する。 
◇事前に、DLA冊子の各技能の実施方法に関する部分と診断シートの
印刷、各技能の測定に必要なツールを印刷して持参するように伝え
る。

５．DLAの実施体験をもとに、日常の指導で把握している力と DLA に
よって測定できる日本語の力の違いを意識し、DLA をどのように実施
できるか、また、その結果を指導にどう活かせるか考え、意見交換す
る。  

備考 DLA の冊子に実施方法の詳細が記載されており、指示に従えば実施でき
る。参加者には、該当ページの印刷や必要な絵カードの作成などを課し
ておき、持参してもらうようにする。60 分で実施する場合は、１を割愛
する。全技能の体験には、180分程度の時間を見込む必要がある。 

モデルプログラム Ｇ-１ 日本語の特徴－外国語として日本語を見る－

ねらい 担当教員・支援員が、日本語に関する知識を獲得し、外国語として日本
語を指導する際に生かそうとする。 

対象 □教師を目指す学生（教員養成課程他）  ☑日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員 □現職一般教員（管理職含む） □管理職
□指導主事 ☑日本語支援員／母語支援員
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日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

☑経験なし　 ☑1 年目 　☑2－4 年　 ☑5－9 年 　□10 年以上

目的とする資質・能力 □捉える力（子どもの実態把握） □捉える力（社会的背景の理解）
☑育む力（日本語・教科の力の育成） □育む力（異文化間能力の涵養） 
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） □変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） □変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ｇ 日本語の特徴 
活動形態 ☑講義型 □活動型 □フィールド型 □実習

時間 60 分 
流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 

1.日本語と英語の違いにつ
いて考える。（10 分）
・外国語としての日本語
（G）

2.日本語の仕組みの全体を
捉える。(20 分)
・音韻、文字・表記、語彙、
文法（G）

3.日本語の音韻面の特性に
ついて理解する。（10 分）

・音韻、文字・表記、語彙、
文法（G）

4.日本語の文法面の特性に
ついて理解する。（20 分）

・音韻、文字・表記、語彙、
文法（G）

5.語の意味範囲の違いにつ
いて知る。（10 分）
・音韻、文字・表記、語彙、
文法（G）

１．英語と日本語の違いを挙げ、言語の次の要素のどれにあたるか考え
る。 
-音 -文字 -語彙 -文法 -談話・文章

２．１文をどこで分けられるか考え、日本語の仕組みの全体像を捉える。 
  例）私／は／昨日／寿司／を／食べ／た。 

 私→わ／た／し  わ→W／a 
-意味をもつ単位（形態素）

→その組み合わせで文が無限に作れる。
-音の単位（音素）→その組み合わせで形態素が作れる。

３．日本語の音韻に関し、英語との比較を通して理解する。 
-「ラ」とｒ・ｌ、「フ」とｈ・ｆ 等
-school と「スクール」 閉音節（子音で終わる）・開音節（母音で終
わる）
◇アクセント（高低か強弱か）に触れてもよい

４．文法面について形態素と統語に関して理解する。 
1)形態素と文の関係について、両言語の違いを理解する

-日本語は膠着語（語幹に意味を持つ接辞を累加する）
例）食べたかった（食べる＋願望＋過去）

-英語は屈折語（語尾を変化させる）
例）Ｉ wanted to eat it.

2)主語・目的語・動詞の語順を例に統語について両言語の違いを理解す
る。
-日本語は 主語（s）・目的語（o）・動詞（v）
-英語は 主語(s)・動詞(v)・目的語(o)

５．両言語の対応する語の意味範囲の違いを確認する。 
例）「ここ／そこ／あそこ」と here／there 

   「行く／来る」と go／come       等 

備考 ・短時間で扱うのであれば、１と２を取り扱う。
・英語ではなく、子どもたちの母語との比較でもよい。
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資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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モデルプログラム Ｈ-１ 子どもの日本語教育の理論と方法

—学習ニーズと教育の方法— 

ねらい 外国人児童生徒等への日本語指導に関わる／関わろうとする者が、代表
的な言語教育の考え方や指導方法とシラバスの関係について理解し、学
習者のニーズに合わせてシラバスを作成しようとする。 

対象 □教師を目指す学生（教員養成課程他）  ☑日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員 □現職一般教員 □管理職  □指導主
事
☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

☑経験なし 　 ☑1 年目 　 ☑2－4 年 　 □5 －9 年  　□10 年以上

目的とする資質・能力 □捉える力（子どもの実態把握） □捉える力（社会的背景の理解）
☑育む力（日本語・教科の力の育成） □育む力（異文化間能力の涵養） 
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） □変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） □変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ｈ 子どもの日本語教育の理論と方法 
活動形態 □講義型  ☑活動型  □フィールド型  □実習

時間 60 分 
流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 

1.自身が受けてきた外国語
教育を振り返る。（5分） 

・言語教育の考え方と方法
(H)

2.学習ニーズとシラバスの
関係を知る。（15 分）

・日本語指導の内容（シラバ
ス）(H)

3.代表的な言語教育の方法
について知る。（25 分）

・オーディオリンガル・アプ
ローチとコミュニカティ
ブ・アプローチ(H)

・文型練習(H)

１．受けてきた外国語教育について、次の観点で振り返る。 
何を学んだか、どのように学んだか、どのような学習材を利用して学ん
だか、どのような教え方が効果的だと思ったか。 

２．日本語教材の目次をもとに、目的に合ったシラバス（項目）で教え
ることの重要性を理解する。 
1) 子どもたちがどのような場面で、どのような日本語の力が必要かを、
場面・スキル・具体的な表現を挙げて考える。
2) 子どもの学習ニーズと教材の目次とをマッチングをし、学習項目の選
定の重要性を知る。
文型シラバス・場面シラバス・トピックシラバス・機能シラバス 

3) 文型シラバスの例を見て、学習項目の選定の仕方を知る。

３．2 タイプの授業のビデオを見て、それぞれの利点と問題点について
話し合う。 
1) オーディオリンガル・アプローチの授業と、コミュニカティブ・アプ
ローチの授業の動画を見ながらメモを取る。
2) それぞれの方法の利点と問題点をペアで話し合う。

-オーディオリンガル・アプローチ、コミュニカティブ・アプローチ
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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モデルプログラム Ｈ-１ 子どもの日本語教育の理論と方法

—学習ニーズと教育の方法— 

ねらい 外国人児童生徒等への日本語指導に関わる／関わろうとする者が、代表
的な言語教育の考え方や指導方法とシラバスの関係について理解し、学
習者のニーズに合わせてシラバスを作成しようとする。 

対象 □教師を目指す学生（教員養成課程他）  ☑日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員 □現職一般教員 □管理職  □指導主
事
☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

☑経験なし 　 ☑1 年目 　 ☑2－4 年 　 □5 －9 年  　□10 年以上

目的とする資質・能力 □捉える力（子どもの実態把握） □捉える力（社会的背景の理解）
☑育む力（日本語・教科の力の育成） □育む力（異文化間能力の涵養） 
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） □変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） □変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ｈ 子どもの日本語教育の理論と方法 
活動形態 □講義型  ☑活動型  □フィールド型  □実習

時間 60 分 
流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 

1.自身が受けてきた外国語
教育を振り返る。（5分） 

・言語教育の考え方と方法
(H)

2.学習ニーズとシラバスの
関係を知る。（15 分）

・日本語指導の内容（シラバ
ス）(H)

3.代表的な言語教育の方法
について知る。（25 分）

・オーディオリンガル・アプ
ローチとコミュニカティ
ブ・アプローチ(H)

・文型練習(H)

１．受けてきた外国語教育について、次の観点で振り返る。 
何を学んだか、どのように学んだか、どのような学習材を利用して学ん
だか、どのような教え方が効果的だと思ったか。 

２．日本語教材の目次をもとに、目的に合ったシラバス（項目）で教え
ることの重要性を理解する。 
1) 子どもたちがどのような場面で、どのような日本語の力が必要かを、
場面・スキル・具体的な表現を挙げて考える。
2) 子どもの学習ニーズと教材の目次とをマッチングをし、学習項目の選
定の重要性を知る。
文型シラバス・場面シラバス・トピックシラバス・機能シラバス 

3) 文型シラバスの例を見て、学習項目の選定の仕方を知る。

３．2 タイプの授業のビデオを見て、それぞれの利点と問題点について
話し合う。 
1) オーディオリンガル・アプローチの授業と、コミュニカティブ・アプ
ローチの授業の動画を見ながらメモを取る。
2) それぞれの方法の利点と問題点をペアで話し合う。

-オーディオリンガル・アプローチ、コミュニカティブ・アプローチ
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・意味を重視した活動(H)

4.日本語と教科の統合学習
について知る。（15 分）

・内容（教科等）と言語（日
本語）の統合学習（H）

-パターン・プラクティス、タスク活動、ロールプレイ

４．指導案の例を通して日本語と教科の統合学習の考え方や授業の仕方
を知る。 
1) おしゃべりができるが教科の理解が困難な子どもの事例から、日本語
で学習参加する力を育成する必要性に気づく。
2) 日本語と教科の統合学習の指導事例（指導案）を見ながら、授業を想
像し、その考え方と授業の構成の仕方を知る。

備考 可能であれば、１、２、３の活動を、それぞれに時間をかけて行い、実
践の基本的なスキルを高めることが望ましい。また、実習時の学習とし
て位置づけてもよい。 

モデルプログラム Ｉ-２ 日本語指導の計画と実施 －サバイバル日本語の授業設計－

ねらい 日本語教育を学ぶ学生や担当教員・支援員が、来日直後の子どもに教え
る内容を考える活動を通してサバイバル日本語の目的と指導方法を理解
し、指導計画を立てることができる。 

対象 □教師を目指す学生（教員養成課程他）  ☑日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員  □現職一般教員  □管理職  □指
導主事
☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

□経験なし  ☑1 年目  ☑2－4 年  □5－9 年  □10 年以上

目的とする資質・能力 ☑捉える力（子どもの実態把握） □捉える力（社会的背景の理解）
☑育む力（日本語・教科の力の育成） □育む力（異文化間能力の涵養） 
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） □変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） ☑変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 I 日本語指導の計画と実施 H 子どもの日本語教育の理論と方法 
活動形態 □講義型 ☑活動型 □フィールド型 □実習
時間 60 分 

流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 
1.日本語プログラム「サバイ
バル日本語」の目的を確
認する。（10 分）

・サバイバル日本語プログ
ラム（1）

１．日本語指導における「サバイバル日本語」の指導の目的と留意点に
ついて、文部科学省の「外国人児童生徒受入れの手引き」等を参考に
確認する。 
・目的：学校生活、社会生活の知識と、そこで日本語を使って行動す
る力を身につける。

・留意点：・文法的正確さより、メッセージの伝達・理解を重視
・子どもの状況に応じて、緊急性の高いものから
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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2.サバイバル日本語の指導
項目を考える。（15 分）

・日本語指導の内容（シラバ
ス）(H)

3.指導の展開を構想する。
（15 分）

・日本語指導の学習指導案
の作成(I)

・学習活動(H)
・教材の分析、教材の作成

(H)

4.アイディアを共有する。
（10 分）

5.講師からの助言（15 分）

6.振り返り（5 分）
・外国人児童生徒教育の専
門性の向上(N)

1) グループで「受入れの手引き」p.28を参照してサバイバル日本語とし
て指導する項目（表現）を挙げる（場面シラバス・トピックによるシラ
バス）。

2) 全体で共有する。

３．２で検討した表現を取りあげ、以下の点に留意しながら、その表現
を指導する際の流れを考える。 
・どのような場面を設定するか。
・どのような教材・教具が必要か
・どのような活動で練習するか
◇考えた活動の流れを、模造紙等に記録し、共有できるようにする。

４．グループで考えた流れを以下のような方法で、全体で共有する。 
1) 教材・教具のイメージを伝えながら、3で検討した指導の流れを報告
する。

2) 他グループが考えた活動（メモ）を自由に見て回る。

５．「サバイバル日本語」の活動という視点から改善点や活動のポイン
トなどについてコメントする。

６．本日の活動を振り返り、「サバイバル日本語の授業を設計する際に
重要なことは何か」という点から気付きを話し合う。 

備考 母語を使って支援を行う地域・団体の研修の場合は、サバイバル日本語
指導における効果的な母語の使用について考える時間を持ちたい。 

モデルプログラム Ｊ-１ 在籍学級での学習支援－外国語による学習体験－

ねらい 外国語での学習体験を通して、外国人児童生徒等は日常会話ができてい
たとしても教科内容の理解や活動参加に困難を抱えていることを理解
し、在籍学級での教科指導において外国人児童生徒等へどのような支援
が有効か考えられるようになる。 

対象 ☑教師を目指す学生（教員養成課程他）  ☑日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員 ☑現職一般教員 ☑管理職
☑指導主事  ☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

☑経験なし 　☑1 年目 　☑2－4 年　 □5－9 年 　□10 年以上

目的とする資質・能力 ☑捉える力（子どもの実態把握） □捉える力（社会的背景の理解）
☑育む力（日本語・教科の力の育成） ☑育む力（異文化間能力の涵養）
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） □変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） ☑変える／変わる力（教師としての成長） 

主な内容 J 在籍学級での学習支援  Ｄ 文化適用 
活動形態 □講義型  ☑活動型  □フィールド型  □実習

２．サバイバル日本語の指導項目を考える。 
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背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 
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メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 
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この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像
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質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化
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自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 
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2.サバイバル日本語の指導
項目を考える。（15 分）

・日本語指導の内容（シラバ
ス）(H)

3.指導の展開を構想する。
（15 分）

・日本語指導の学習指導案
の作成(I)

・学習活動(H)
・教材の分析、教材の作成

(H)

4.アイディアを共有する。
（10 分）

5.講師からの助言（15 分）

6.振り返り（5 分）
・外国人児童生徒教育の専
門性の向上(N)

1) グループで「受入れの手引き」p.28を参照してサバイバル日本語とし
て指導する項目（表現）を挙げる（場面シラバス・トピックによるシラ
バス）。

2) 全体で共有する。

３．２で検討した表現を取りあげ、以下の点に留意しながら、その表現
を指導する際の流れを考える。 
・どのような場面を設定するか。
・どのような教材・教具が必要か
・どのような活動で練習するか
◇考えた活動の流れを、模造紙等に記録し、共有できるようにする。

４．グループで考えた流れを以下のような方法で、全体で共有する。 
1) 教材・教具のイメージを伝えながら、3で検討した指導の流れを報告
する。

2) 他グループが考えた活動（メモ）を自由に見て回る。

５．「サバイバル日本語」の活動という視点から改善点や活動のポイン
トなどについてコメントする。

６．本日の活動を振り返り、「サバイバル日本語の授業を設計する際に
重要なことは何か」という点から気付きを話し合う。 

備考 母語を使って支援を行う地域・団体の研修の場合は、サバイバル日本語
指導における効果的な母語の使用について考える時間を持ちたい。 

モデルプログラム Ｊ-１ 在籍学級での学習支援－外国語による学習体験－

ねらい 外国語での学習体験を通して、外国人児童生徒等は日常会話ができてい
たとしても教科内容の理解や活動参加に困難を抱えていることを理解
し、在籍学級での教科指導において外国人児童生徒等へどのような支援
が有効か考えられるようになる。 

対象 ☑教師を目指す学生（教員養成課程他）  ☑日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員 ☑現職一般教員 ☑管理職
☑指導主事  ☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

☑経験なし 　☑1 年目 　☑2－4 年　 □5－9 年 　□10 年以上

目的とする資質・能力 ☑捉える力（子どもの実態把握） □捉える力（社会的背景の理解）
☑育む力（日本語・教科の力の育成） ☑育む力（異文化間能力の涵養）
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） □変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） ☑変える／変わる力（教師としての成長） 

主な内容 J 在籍学級での学習支援  Ｄ 文化適用 
活動形態 □講義型  ☑活動型  □フィールド型  □実習

２．サバイバル日本語の指導項目を考える。 
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時間 60 分 
流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 

1.外国語での学習体験から
子どもたちの思いを理解
する。（20 分）

・学習参加のための支援
（J）

・言語能力の捉え方（F）
・子どもの文化適応（D）

2.支援の方法を考える。
（15分）

・学習環境づくり（J）

3 まとめる。（10 分） 

１．外国語での学習体験を通して外国語で学習する難しさを知る。 
1)英語で算数の授業を受ける。
◇体験中は、「自身が外国人児童生徒だったら」ということは考え
ず、学習に集中するように促す。

2) 1)の体験で、何が難しかったか、どのような気持ちだったかをグル
ープで話し合い、外国人児童生徒の思いと、支援の方法を考える。
◇「難しかった」という感想にとどまらず、参加者が具体的に自分の
体験や思いを語れるようにする。

例）・周囲が答えを書いているのを見て恥ずかしかった。 
・初めから無理だと感じてあきらめた。
・なんとなくわかる単語もあったので、集中して聞いていたらとて
も疲れた。

・隣の教室から雑音が聞こえてきて聞き取れなかった。

２．１で示された「学習者の困難・気持ち」への対応方法をグループで
検討する。 

例）・あきらめる気持ちが生じやすい。 
・母語で聞き取るときより集中力が必要である。

⇒ 子どもの頑張りを認めるなど、学習意欲を維持するための働きか
けが重要

・口頭での説明だけではわからない。
・一方的に情報を提供されると、途中から全く理解できなくなる。
・外国人児童生徒一人で頑張るのには限界がある。

⇒ 視覚的資料の活用、情報を分割して提供、
周囲の児童生徒による支援などが必要

３．外国人児童生徒は今回の体験よりはるかに長い時間を「外国語」の
中で過ごしていることを確認し、教員・支援員による支援の必要性を
理解する。 

備考 ・支援方法として何を検討するかによって、外国語学習体験の授業の内
容を決定する。このモデルプログラムは外国人児童生徒の「教科学習
の困難さ（多少会話ができても、教科内容の理解や活動参加は難しい）」
への気づきと支援方法の検討をねらいとしたため、受講者の能力に違
いがある英語で授業を行う計画にしてある。

・編入当初の子どもの困難を体験的に理解することをねらいとするので
あれば、全受講者が全く知らない言語が望ましい。また、目的によっ
て、教科内容としては、算数でなく社会科等でもよい。
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資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき
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の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
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ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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モデルプログラム Ｋ-１ 社会参画とキャリア教育-社会参画とことばの力-

ねらい 現在、学校現場や地域の支援として行われている進路指導や進路ガイダ
ンスなどの取り組みを知り、外国人児童生徒等の社会参画を支援するこ
との大切さと、そのためのことばの力の育成について理解する。

対象 □教師を目指す学生（教員養成課程他）  □日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員  ☑現職一般教員 ☑管理職
☑指導主事 ☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

□経験なし 　 ☑1 年目　  ☑2－4 年 　 ☑5－9 年  　☑10 年以上

目的とする資質・能力 □捉える力（子どもの実態把握） ☑捉える力（社会的背景の理解）
☑育む力（日本語・教科の力の育成） □育む力（異文化間能力の涵養） 
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） ☑変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） □変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ｋ 社会参画とキャリア教育  Ａ 外国人児童生徒等教育の課題 
活動形態 ☑講義型 □活動型 □フィールド型 □実習

時間 60 分 
流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 

1.外国人児童生徒等の進路
について知る。（25 分）

・キャリア教育（K）

2．キャリア形成とことばの
力の関連性を理解する。
（10 分） 

・社会参加とことばの力
（K）

3.キャリア形成とことばの
力を促進する具体的な方
法を考える。（20 分）

・文化間移動とライフコー
ス（A）

・キャリア教育とのクロス
カリキュラム（I）

１．外国人児童生徒等の進路選択についての現状を知る。 
1) 外国人児童生徒等の進路に関する実態調査の結果（例：外国人集住都
市会議東京 2014、等）を分析し、進路の課題を知る。

2) 高校入試に関する全国の都道府県の様々な取り組み（多言語進路ガイ
ダンス、入試制度（特別枠・特別措置））について、講義を通して理
解する。

２．キャリア形成とことばの力の関連性について講義を聞いて知る。 
・有益な情報を得るために必要な言語の力
・就業時、進学後に必要な言語の力
・情報を批判的に捉え、取捨選択するためのことばの力
・市民として社会に働きかけるために必要となることばの力

３．キャリア形成とことばの力を促進する具体的な取り組みについて考
える。 

1) 社会参画を促す実践例を文献や報告書（例：「定住外国人の子どもの
就学支援事業（虹の架け橋事業）成果報告書」）を読みキャリア形成
としての意義について考える。

2) 1)のような取り組みを通じてことばの力がどのように養われている
かを考える。
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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モデルプログラム Ｋ-１ 社会参画とキャリア教育-社会参画とことばの力-

ねらい 現在、学校現場や地域の支援として行われている進路指導や進路ガイダ
ンスなどの取り組みを知り、外国人児童生徒等の社会参画を支援するこ
との大切さと、そのためのことばの力の育成について理解する。

対象 □教師を目指す学生（教員養成課程他）  □日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員  ☑現職一般教員 ☑管理職
☑指導主事 ☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

□経験なし 　 ☑1 年目　  ☑2－4 年 　 ☑5－9 年  　☑10 年以上

目的とする資質・能力 □捉える力（子どもの実態把握） ☑捉える力（社会的背景の理解）
☑育む力（日本語・教科の力の育成） □育む力（異文化間能力の涵養） 
□つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） ☑変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） □変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ｋ 社会参画とキャリア教育  Ａ 外国人児童生徒等教育の課題 
活動形態 ☑講義型 □活動型 □フィールド型 □実習

時間 60 分 
流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 

1.外国人児童生徒等の進路
について知る。（25 分）

・キャリア教育（K）

2．キャリア形成とことばの
力の関連性を理解する。
（10 分） 

・社会参加とことばの力
（K）

3.キャリア形成とことばの
力を促進する具体的な方
法を考える。（20 分）

・文化間移動とライフコー
ス（A）

・キャリア教育とのクロス
カリキュラム（I）

１．外国人児童生徒等の進路選択についての現状を知る。 
1) 外国人児童生徒等の進路に関する実態調査の結果（例：外国人集住都
市会議東京 2014、等）を分析し、進路の課題を知る。

2) 高校入試に関する全国の都道府県の様々な取り組み（多言語進路ガイ
ダンス、入試制度（特別枠・特別措置））について、講義を通して理
解する。

２．キャリア形成とことばの力の関連性について講義を聞いて知る。 
・有益な情報を得るために必要な言語の力
・就業時、進学後に必要な言語の力
・情報を批判的に捉え、取捨選択するためのことばの力
・市民として社会に働きかけるために必要となることばの力

３．キャリア形成とことばの力を促進する具体的な取り組みについて考
える。 

1) 社会参画を促す実践例を文献や報告書（例：「定住外国人の子どもの
就学支援事業（虹の架け橋事業）成果報告書」）を読みキャリア形成
としての意義について考える。

2) 1)のような取り組みを通じてことばの力がどのように養われている
かを考える。
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4.まとめ（5分）
・社会参加と自己実現（A） 

４．今日の活動を振り返り、児童生徒等が社会参画することを支援する
重要性を確認する。 

備考 時間がない場合は、活動 1-2）を中心に 10 分程度で行う。 

モデルプログラム Ｌ-３ 保護者・地域とのネットワーク－ネットワークの実際－

ねらい 地域の支援団体の活動や支援者の取り組みについて事例報告を通して理
解し、連携の在り方を具体的にイメージでき、ネットワークを構築しよ
うとする。 

対象 □教師を目指す学生（教員養成課程他）  □日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員  ☑現職一般教員  ☑管理職
☑指導主事 ☑日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

□経験なし  ☑1 年目  ☑2－4 年  □5－9 年  □10 年以上

目的とする資質・能力 □捉える力（子どもの実態把握） ☑捉える力（社会的背景の理解）
□育む力（日本語・教科の力の育成）□育む力（異文化間能力の涵養）
□つなぐ力（学校作り） ☑つなぐ力（地域作り） ☑変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） □変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ｌ 保護者・地域とのネットワーク B 外国人児童生徒等教育の背景・
現状・施策 

活動形態 ☑講義型 □活動型 □フィールド型 □実習
時間 60 分 

流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 
1.地域の状況を確認する。
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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3.連携の在り方について話
し合う。（15 分）

・他の領域の専門家との協
働（N）

4.まとめる。（5 分）
・教育コミュニティ(A)

３．具体的な連携の方法について考える。 
少人数のグループに分かれ、報告の内容について振り返るとともに、
具体的にどのようにすれば連携していけるのかについて話し合う。 

４．活動を振り返り、「学校・地域支援者の連携」の重要性について確
認する。 

備考 ・２の活動は、時間があれば、活動例①と活動例②を組み合わせて実施
する。地域で活動している団体が複数あれば、活動例②だけとし複数
の報告を聞けるとなおよい。

・活動例②で実施した場合、３の活動は、登壇者とフロアの質疑応答と
してもよい。

モデルプログラム Ｍ-2 現場における実践

ー研究授業の参観と協議会　「JSLカリキュラム」に基づく授業の場合ー 

ねらい 2年次以上経験した教員が、JSL カリキュラムに基づく日本語教室を参
観し、自身の授業を内省し、改善点について検討する。 

対象 □教師を目指す学生（教員養成課程他）  □日本語教育を学ぶ学生
☑現職日本語指導担当教員  □現職一般教員  □管理職  □指
導主事 □日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

□経験なし  □1 年目  ☑2－4 年  ☑5－9 年  ☑10年以上

目的とする資質・能力 ☑捉える力（子どもの実態把握） □捉える力（社会的背景の理解）
☑育む力（日本語・教科の力の育成） □育む力（異文化間能力の涵養） 
☑つなぐ力（学校作り） □つなぐ力（地域作り） □変える／変わる力
（多文化共生社会の実現） ☑変える／変わる力（教師としての成長）

主な内容 Ｍ 現場における実践  I 日本語指導の計画と実施 
活動形態 □講義型 □活動型 ☑フィールド型 □実習

時間 60 分 
流れ（・項目） 活動（◇活動の工夫） 

1.JSL カリキュラムの概要
と有効性を確認する。（5
分）

・内容と日本語の統合学習
「JSL カリキュラム」(I)

・学習参加のための支援(J)
・「主体的・対話的で深い学
び」(H) 

１．JSLカリキュラムの導入の意味について、次の点を確認する。 
・来日後のできるだけ早い段階から、日本語で教科等の学習に参加す
る力「学ぶ力」をつけるためのカリキュラムである。

・探究活動への参加を通して、日本語で思考する力（学習言語能力）
の育成を目的とする。

・教科と日本語、両方の目標があり、その達成のために活動と、その
活動に参加するための日本語表現の明確化が重要である。

・教室と同様の授業展開（学び合えるグループでの実施が理想）を経
験させる。
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行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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3.連携の在り方について話
し合う。（15 分）

・他の領域の専門家との協
働（N）

4.まとめる。（5 分）
・教育コミュニティ(A)

３．具体的な連携の方法について考える。 
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具体的にどのようにすれば連携していけるのかについて話し合う。 
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の報告を聞けるとなおよい。

・活動例②で実施した場合、３の活動は、登壇者とフロアの質疑応答と
してもよい。
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ー研究授業の参観と協議会　「JSLカリキュラム」に基づく授業の場合ー 
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☑現職日本語指導担当教員  □現職一般教員  □管理職  □指
導主事 □日本語支援員／母語支援員

日本語指導・外国人児童生
徒等教育の経験 

□経験なし  □1 年目  ☑2－4 年  ☑5－9 年  ☑10年以上

目的とする資質・能力 ☑捉える力（子どもの実態把握） □捉える力（社会的背景の理解）
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と有効性を確認する。（5
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・内容と日本語の統合学習
「JSL カリキュラム」(I)

・学習参加のための支援(J)
・「主体的・対話的で深い学
び」(H) 

１．JSLカリキュラムの導入の意味について、次の点を確認する。 
・来日後のできるだけ早い段階から、日本語で教科等の学習に参加す
る力「学ぶ力」をつけるためのカリキュラムである。
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の育成を目的とする。
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと
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養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 

2 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 

2 

72



 
  

 

72 

 -  

 

 

 
   

 

 
 1  2 4  5 9  10

  
  

  
 

   
       

 60  
  

1.
15

N

2.
20  

N
N

3.

 

 
1)

2)

 

 
  

 

72 

 -  

 

 

 
   

 

 
 1  2 4  5 9  10

  
  

  
 

   
       

 60  
  

1.
15

N

2.
20  

N
N

3.

 

 
1)

2)

 

 
  

 

73 

��� 25�  

N

N

1)

 
� �  

2)

 

����

・異領域との協働、環境づくりの重要性

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 

2 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 

2 

73



公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

74 

資料２ 2019 年度事業のまとめ 

１．組織 

公益社団法人日本語教育学会 文部科学省委託 
外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 2019 年度 
関係者（50 音順 敬称略） 

調査研究本部 
代表 齋藤 ひろみ 東京学芸大学 教授 

伊東 祐郎 国際教養大学 教授 
河野 俊之 横浜国立大学 教授 
金田 智子 学習院大学  教授 
菅原 雅枝 東京学芸大学 准教授 
浜田 麻里 京都教育大学 教授 

調査研究部会 
和泉元 千春 
市瀬 智紀 
川口 直巳  
中川 祐治  

奈良教育大学 准教授 
宮城教育大学 教授 
愛知教育大学 准教授 
福島大学 　　准教授 

仲本 康一郎 山梨大学 　　教授 
中山 あおい 大阪教育大学 教授 
※2019 年度、上記 12 名は「日本語教育学会文部科学省委託事業特別委員会」委員として、
この事業の運営に当たった（委員長：齋藤ひろみ、副委員長：伊東祐郎・河野俊之）。

専門家会議 
石井 恵理子 
岩田 康之  
各務 真弓  
後藤 ひとみ 
佐藤 郡衛  
出川 進 
西村 綾子 
二宮 孝司 
村松 好子 
森茂 岳雄 
山﨑 準二 

東京女子大学 教授 （日本語教育学会会長） 
東京学芸大学 教授  
可児市国際交流協会 理事・事務局長 
愛知教育大学 学長 
明治大学   特任教授 
横浜市教育委員会 小中学校企画課 日本語支援担当課長
福岡市立松島小学校　校長 
広島市立広瀬小学校 校長 
兵庫県教育委員会 播磨東教育事務所 所長 
中央大学  　教授 
学習院大学 　教授 

吉田 かをる 三重県教育委員会 事務局 研修企画・支援課企画・支援班 
主幹兼研修主事 
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上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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資料２ 2019 年度事業のまとめ 

１．組織 

公益社団法人日本語教育学会 文部科学省委託 
外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 2019 年度 
関係者（50 音順 敬称略） 

調査研究本部 
代表 齋藤 ひろみ 東京学芸大学 教授 

伊東 祐郎 国際教養大学 教授 
河野 俊之 横浜国立大学 教授 
金田 智子 学習院大学  教授 
菅原 雅枝 東京学芸大学 准教授 
浜田 麻里 京都教育大学 教授 

調査研究部会 
和泉元 千春 
市瀬 智紀 
川口 直巳  
中川 祐治  

奈良教育大学 准教授 
宮城教育大学 教授 
愛知教育大学 准教授 
福島大学 　　准教授 

仲本 康一郎 山梨大学 　　教授 
中山 あおい 大阪教育大学 教授 
※2019 年度、上記 12 名は「日本語教育学会文部科学省委託事業特別委員会」委員として、
この事業の運営に当たった（委員長：齋藤ひろみ、副委員長：伊東祐郎・河野俊之）。

専門家会議 
石井 恵理子 
岩田 康之  
各務 真弓  
後藤 ひとみ 
佐藤 郡衛  
出川 進 
西村 綾子 
二宮 孝司 
村松 好子 
森茂 岳雄 
山﨑 準二 

東京女子大学 教授 （日本語教育学会会長） 
東京学芸大学 教授  
可児市国際交流協会 理事・事務局長 
愛知教育大学 学長 
明治大学   特任教授 
横浜市教育委員会 小中学校企画課 日本語支援担当課長
福岡市立松島小学校　校長 
広島市立広瀬小学校 校長 
兵庫県教育委員会 播磨東教育事務所 所長 
中央大学  　教授 
学習院大学 　教授 

吉田 かをる 三重県教育委員会 事務局 研修企画・支援課企画・支援班 
主幹兼研修主事 
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２．2019年度事業報告 

（１） 「モデルプログラム」普及のための研修・セミナー事業
外国人児童生徒等教育や日本語教育の人材養成を行う大学教員、研修を行う教育委員会の指導主事、日

本語教師の養成機関や、日本語指導員等の養成・研修を行っている団体の担当者を対象に、「モデルプロ
グラム」の理解と活用を促すために、セミナー・研修会を全国 15 か所で実施した。セミナーは、主に
大学教育に携わる教員を対象とするもの、研修は主に現職教員や支援員の研修を企画する指導主事・地
域の団体の担当者を対象としたものである。 

① 大学教員のためのモデルプログラム活用セミナー
目的：外国人児童生徒等教育に関わる授業を計画するための情報、計画作成機会の提供
対象：学校教員養成・日本語教師養成に関わる大学教員等

開催地 
（参加人数） 

日時・会場 取り上げた内容項目 

東京① 
（19 人） 

9 月 16 日（月） 
東京学芸大学 

外国人児童生徒等教育の課題（A） 
外国人児童生徒等教育の背景・現状・施策（B） 
学校の受け入れ体制（C） 
保護者・地域とのネットワーク（L） 

福岡 
（15 人） 

9 月 18 日（水） 
福岡女子大学 

外国人児童生徒等教育の背景・現状・施策（Ｂ） 
子どもの日本語教育の理論と方法（Ｈ） 

東京② 
（16 人） 

10 月 19日（土） 
学習院大学 

外国人児童生徒等教育の背景・現状・施策（B） 
学校の受け入れ体制（C） 
母語・母文化・アイデンティティ（Ｅ） 

大阪 
（20 人） 

11 月 9 日（土） 
大阪教育大学 

外国人児童生徒等教育の課題 （A） 
外国人児童生徒等教育の背景・ 現状・施策 （B） 
学校の受け入れ体制 （C） 
保護者・地域とのネットワーク （L） 

秋田 
（10 人） 

11 月 16日（土） 
カレッジプラザ

日本語指導の計画と実施 （Ｉ） 

② 研修企画者のためのモデルプログラム活用研修
目的：現職教員研修・支援員養成/研修を企画・実施するための情報、研修画機会の提供
対象：教育委員会、国際交流協会・支援団体等の研修担当者等

開催地 
（参加人数） 

日時・会場 取り上げた内容項目 
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力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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仙台 
（22 人） 

7 月 29 日（月）  
仙台国際センター 

言語と認知の発達（F） 

広島 
後援：広島市教育委員会 
（9人） 

8 月 25 日（日） 
広島県立大学 
サテライトキャンパスひろしま

言語と認知の発達（F） 
日本語指導の計画と実施（Ｉ） 
成長する教師（N） 

大阪 
共催：大阪府教育庁 
（53 人） 

10 月 18日（金） 
たかつガーデン 

在籍学級での学習支援(J) 

刈谷 
（12 人） 

11 月２日（土） 
愛知教育大学 

外国人児童生徒等教育の背景・現
状・施策（B） 
学校の受け入れ体制（C） 
保護者・地域とのネットワーク（L） 

東京 
（19 人） 

11 月 13日（水） 
学習院大学 

母語・母文化・アイデンティティ
（Ｅ） 
日本語の特徴(G) 

③ 教育委員会との連携研修
目的：地域の外国人児童生徒等教育をけん引するリーダーの養成
対象：（連携先教育委員会の研修計画に基づく）
連携先教育委員会 
（参加人数） 

日時・会場 取り上げた内容項目 

横浜市教育委員会 
（20 人） 

7 月 26 日（金） 
9 月 25 日（水） 
横浜市日本語支援拠点施設 

子どもの日本語教育の理論と方法（H） 
日本語の指導計画の作成(I) 
成長する教師（N) 

兵庫県教育委員会 
（35 人） 

8 月 21 日（水） 
兵庫県民会館  

言語と認知の発達 （F） 
成長する教師（N) 

福岡市 JSL 日本語指導研
究会 
後援：福岡市教育委員会 
（40 人） 

8 月 23 日（金） 
福岡市教育センター 

子どもの日本語教育の理論と方法（H） 
現場における実践（M) 
成長する教師（N) 

静岡県教育委員会 
（5人） 

8 月 29 日（木） 
静岡県庁 

子どもの日本語教育の理論と方法（H） 
在籍学級での学習支援 (J) 
成長する教師（N) 

浜松市教育委員会 
（10 名） 

2020年 2 月 4日（水） 
浜松市教育センター 

学校の受け入れ体制（C） 
成長する教師（N) 

公益社団法人日本語教育学会 
文部科学省委託 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業 

『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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仙台 
（22 人） 

7 月 29 日（月）  
仙台国際センター 

言語と認知の発達（F） 

広島 
後援：広島市教育委員会 
（9人） 

8 月 25 日（日） 
広島県立大学 
サテライトキャンパスひろしま

言語と認知の発達（F） 
日本語指導の計画と実施（Ｉ） 
成長する教師（N） 

大阪 
共催：大阪府教育庁 
（53 人） 

10 月 18日（金） 
たかつガーデン 

在籍学級での学習支援(J) 

刈谷 
（12 人） 

11 月２日（土） 
愛知教育大学 

外国人児童生徒等教育の背景・現
状・施策（B） 
学校の受け入れ体制（C） 
保護者・地域とのネットワーク（L） 

東京 
（19 人） 

11 月 13日（水） 
学習院大学 

母語・母文化・アイデンティティ
（Ｅ） 
日本語の特徴(G) 

③ 教育委員会との連携研修
目的：地域の外国人児童生徒等教育をけん引するリーダーの養成
対象：（連携先教育委員会の研修計画に基づく）
連携先教育委員会 
（参加人数） 

日時・会場 取り上げた内容項目 

横浜市教育委員会 
（20 人） 

7 月 26 日（金） 
9 月 25 日（水） 
横浜市日本語支援拠点施設 

子どもの日本語教育の理論と方法（H） 
日本語の指導計画の作成(I) 
成長する教師（N) 

兵庫県教育委員会 
（35 人） 

8 月 21 日（水） 
兵庫県民会館  

言語と認知の発達 （F） 
成長する教師（N) 

福岡市 JSL 日本語指導研
究会 
後援：福岡市教育委員会 
（40 人） 

8 月 23 日（金） 
福岡市教育センター 

子どもの日本語教育の理論と方法（H） 
現場における実践（M) 
成長する教師（N) 

静岡県教育委員会 
（5人） 

8 月 29 日（木） 
静岡県庁 

子どもの日本語教育の理論と方法（H） 
在籍学級での学習支援 (J) 
成長する教師（N) 

浜松市教育委員会 
（10 名） 

2020年 2 月 4日（水） 
浜松市教育センター 

学校の受け入れ体制（C） 
成長する教師（N) 
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『ガイドブック』 

２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 
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この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化
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自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 
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養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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シンポジウム 2019 プログラム
13:00 開会 趣旨・事業概要説明 
13:15-14:45 事業報告（本学会文部科学省委託事業特別委員会委員） 

〇資質・能力モデル・内容構成・モデルプログラム 
〇2019年度実施研修・セミナーの実施とその成果   
〇普及・広報活動（ガイドブック作成・web サイトの運営他） 
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テーマ：外国人児童生徒等教育の担い手を育てる

―モデルプログラムを活用した教員・支援員養成・研修の可能性― 
現職教員・支援員に求められる資質・能力とその育成 

指導主事の立場から   ・兵庫県教育委員会 村松好子
・三重県教育委員会 吉田かをる

初期の集中日本語指導教室運営の立場から 
・横浜市教育委員会 出川進

学校管理職の立場から ・広島市立広瀬小学校 二宮孝司
・福岡市立松島小学校 西村綾子

教師の養成・研修に関する社会的動向と今後の方向性 
日本語教師養成に関して 金田智子（学習院大学） 
外国人児童生徒等教育の充実のために  佐藤郡衛（明治大学）  

コーディネータ：齋藤ひろみ（本事業特別委員会）

②研究発表・事例発表・成果報告など
学会名 日時・会場 発表タイトル 発表者 

2019年度日本
語教育学会春
季大会  

5 月 25 日(土)  
つくば国際会議
場 

多文化・多言語化する学校・社会におけ
る「ことばの教育」を担う人材の養成―
子どもの日本語教育人材に求められる
資質・能力に焦点を合わせて―  

河野俊之・川口直巳・浜
田麻里・市瀬智紀 

文部科学省委託「外国人児童生徒等教
育を担う教員の養成・研修モデルプロ
グラム開発事業」2018年度事業報告  

伊東祐郎・金田智子・中
川祐治・菅原雅枝・齋藤
ひろみ 

異文化間教育
学会第40回大
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6 月 8日（土） 
明治大学 

文化間移動をする子どもの教育を担う
「多文化教員」の研修－文部科学省「外
国人児童生徒等教育を担う教員の養
成・研修モデルプログラム開発事業」に
おける検証事例から  

齋藤ひろみ・浜田麻里・
菅原雅枝・和泉元千春・
市瀬智紀・河野俊之・川
口直巳・中川祐治・仲本
康一郎・中山あおい 

日本国際理解
教育学会 

6 月 16 日（日）  
椙山女学園大学 

多様な言語文化背景をもつ子どもの教
育－人材育成における「特別視しない」
という壁  

市瀬智紀・齋藤ひろみ・
中山あおい・浜田麻里 
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養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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シンポジウム 2019 プログラム
13:00 開会 趣旨・事業概要説明 
13:15-14:45 事業報告（本学会文部科学省委託事業特別委員会委員） 

〇資質・能力モデル・内容構成・モデルプログラム 
〇2019年度実施研修・セミナーの実施とその成果   
〇普及・広報活動（ガイドブック作成・web サイトの運営他） 

15:00-17:00 シンポジウム 
テーマ：外国人児童生徒等教育の担い手を育てる

―モデルプログラムを活用した教員・支援員養成・研修の可能性― 
現職教員・支援員に求められる資質・能力とその育成 

指導主事の立場から   ・兵庫県教育委員会 村松好子
・三重県教育委員会 吉田かをる

初期の集中日本語指導教室運営の立場から 
・横浜市教育委員会 出川進

学校管理職の立場から ・広島市立広瀬小学校 二宮孝司
・福岡市立松島小学校 西村綾子

教師の養成・研修に関する社会的動向と今後の方向性 
日本語教師養成に関して 金田智子（学習院大学） 
外国人児童生徒等教育の充実のために  佐藤郡衛（明治大学）  

コーディネータ：齋藤ひろみ（本事業特別委員会）

②研究発表・事例発表・成果報告など
学会名 日時・会場 発表タイトル 発表者 

2019年度日本
語教育学会春
季大会  

5 月 25 日(土)  
つくば国際会議
場 

多文化・多言語化する学校・社会におけ
る「ことばの教育」を担う人材の養成―
子どもの日本語教育人材に求められる
資質・能力に焦点を合わせて―  

河野俊之・川口直巳・浜
田麻里・市瀬智紀 

文部科学省委託「外国人児童生徒等教
育を担う教員の養成・研修モデルプロ
グラム開発事業」2018年度事業報告  

伊東祐郎・金田智子・中
川祐治・菅原雅枝・齋藤
ひろみ 

異文化間教育
学会第40回大
会 

6 月 8日（土） 
明治大学 

文化間移動をする子どもの教育を担う
「多文化教員」の研修－文部科学省「外
国人児童生徒等教育を担う教員の養
成・研修モデルプログラム開発事業」に
おける検証事例から  

齋藤ひろみ・浜田麻里・
菅原雅枝・和泉元千春・
市瀬智紀・河野俊之・川
口直巳・中川祐治・仲本
康一郎・中山あおい 

日本国際理解
教育学会 

6 月 16 日（日）  
椙山女学園大学 

多様な言語文化背景をもつ子どもの教
育－人材育成における「特別視しない」
という壁  

市瀬智紀・齋藤ひろみ・
中山あおい・浜田麻里 
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日本教育大学
協会研究集会 

10 月 5 日(土) 
岡山大学 

外国人児童生徒等教育を担う教員の養
成―文部科学省委託事業の成果から― 

浜田麻里・和泉元千
春・仲本康一郎・市瀬
智紀・川口直巳・河野俊
之・齋藤ひろみ・菅原雅
枝・中川祐治・中山あお
い・金田智子 

子どもの日本
語教育研究会
第 5回大会 

3 月 14 日（土） 
お茶の水女子大
学 

外国人児童生徒等教育の研修担当者を
育成する ―「外国人児童生徒等教育を
担う教員の研修・養成モデルプログラ
ム」を活用して

浜田麻里・河野俊之 
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２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 

2.1 資質・能力モデルの開発のプロセス 

資質・能力モデルの開発においては、本事業の一環として実施した調査結果に鑑みて検討を進めてき

た。2017年度には、教員養成課程を有する大学、教育委員会（都道府県、市区町村）、国際交流協会等

の団体を対象に、外国人児童生徒等教育や日本語指導に関する研修の実施状況に関するアンケート調査

を実施している 1。また、外国人児童生徒等教育に携わる担当教員や学校管理職、および指導主事、日

本語支援員等に対し、「求められる資質・能力」「研修に期待すること」等についてインタビュー調査を

行った。この他、2018年度にモデルプログラム案の試行として実施した研修会等で得られた参加者のコ

メント、各年度末に実施したシンポジウムでのアンケート等を参考にしている。

上記の本事業の調査研究の成果に加え、海外の多文化教育や異文化間教育を担う教員の資質・能力に

関する議論、異文化間能力、グローバル・コンピテンシー等の理論とその能力育成に関する先行研究等

を参考に、「資質・能力モデル」（「求められる具体的な力」を含む）を開発してきた。また、資質・能

力の構造化においては、国内の教員養成の動向、および、教員研修に関する施策、英語科教員の養成に

おける議論も踏まえ、さらには各都道府県が示す教員育成指標や教員のキャリア形成といった視点から

の検討も加えた。 

2017年度の調査結果から浮かび上がった「7つの力」（本事業『2017年度事業報告書』参照）、2018

年の「8  つの力」（『モデルプログラム活用のための事例集』参照）という暫定モデルを経て、最終的に

は 2.2以下に示す、4要素・8課題領域からなる資質・能力の「豆の木モデル」を開発するに至った。

この資質・能力モデルである「豆の木モデル」の他、各資質・能力を実践場面における教師・支援員像

として明確化するために、「～できる」という記述で「求められる具体的な力」を示した。また、各資

質・能力の養成のために授業・研修においてどのような内容を取り扱えばよいのかを「養成・研修の内

容構成」として構造化して提案している。 

ここで、本事業において「外国人児童生徒等の教育を担う教員・支援員」の資質・能力を検討するに

当たり、前提としたことを確認する。まず、教育対象である「外国人児童生徒等」であるが、学齢期に

来日して編入する子どものほか、日本生まれであったり幼少期に来日したりした外国籍児童生徒、国際

結婚家庭の子ども等を含め、国籍に関わらず生育環境や家庭に日本語・日本文化以外の多様な言語文化

背景をもつ子どもたちとする。次に、「外国人児童生徒等教育の担い手」に関しては、学校において外

国人児童生徒等が在籍する学級の担任や当該学校の管理職を含めた全教員（一般教員）、外国人児童

生徒等教育や日本語指導を担当する教員（外国人児童生徒等教育および日本語指導担当教員）、そして、

自治体から派遣されて日本語指導や母語支援等を実施する者（支援員）を想定している。本事業では、

それぞれに対する養成・研修において実施する教育を「基礎教育」「専門教育」「支援員教育」とする 2。 

1 調査の詳細は、2017 年度事業報告書（本事業 webサイト）を参照のこと

本事業 webサイト：ニットノットネット https://mo-mo-pro.com/modelprogram 
2 本事業の委託において、文部科学省より、この3タイプの人材育成についての資質・能力の検討と、
養成／研修のプログラム開発が要件として指定されており、それに従って開発を進めてきた。 
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執筆者一覧 

＜執筆＞ 
第 1部 外国人児童生徒等教育を担う教員の養成･研修モデルプログラム 

齋藤ひろみ・浜田麻里・菅原雅枝・河野俊之・金田智子 
１．「モデルプログラム」開発の経過と成果 
２．外国人児童生徒等教育を担う教員の資質・能力モデル「豆の木モデル」 
３．「求められる具体的な力」  
４．外国人児童生徒等教育を担う教員の「養成・研修の内容構成」  
５．モデルプログラム（養成・研修の実施計画例） 
６．資質・能力の評価システムの提案 

第 2部 「モデルプログラム」の活用 
１．「モデルプログラム」の活用について 
２．「モデルプログラム」活用事例 

NO.1 大学の教員養成系・教育学部の学生を対象とする授業   川口直巳・中山あおい 
NO.2 日本語教育コース（主・副専攻）の学生を対象とする授業 金田智子・和泉元千春 
NO.3 日本語教育を専攻する大学生を対象とした小学校での教育実習  河野俊之・仲本康一郎 
NO.4 校内研修として全教職員が参加する研修 菅原雅枝・和泉元千春 
NO.5 担当経験の短い教員対象の研修 伊東祐郎・菅原雅枝 
NO.6 日本語指導のリーダーを養成する研修 齋藤ひろみ・浜田麻里 
NO.7 支援員と日本語担当教員を対象とする研修     中川祐治・市瀬智紀 

資料１ モデルプログラム 
　和泉元千春・市瀬智紀・伊東祐郎・金田智子・川口直巳・河野俊之・齋藤ひろみ・菅原雅枝
・中川祐治・仲本康一郎・中山あおい

資料２ 2019年度事業のまとめ        市瀬智紀・菅原雅枝・齋藤ひろみ 

＜編集＞            市瀬智紀・菅原雅枝・齋藤ひろみ・浜田麻里 
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